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当ファンドは、特化型運用を行ないます。



第一部【証券情報】
 

（１）【ファンドの名称】

ソフトバンクグループ&日本企業厳選債券ファンド2021-12 

以下、「当ファンド」という場合があります。また、愛称として「SBGフォーカス2021-12」とい

う名称を使用することがあります。 

 

（２）【内国投資信託受益証券の形態等】

追加型証券投資信託（契約型、委託者指図型）の受益権です。 

当初の信託元本は、１万口当たり１万円です。 

信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付はありません。また、信用格付業

者から提供され、もしくは閲覧に供される予定の信用格付はありません。 

当ファンドの受益権は、社債、株式等の振替に関する法律（以下、「社振法」といいます。）の

規定の適用を受け、受益権の帰属は、下記の「（11）振替機関に関する事項」に記載の振替機関及

び当該振替機関の下位の口座管理機関（社振法第２条に規定する「口座管理機関」をいい、振替機

関を含め、以下、「振替機関等」といいます。）の振替口座簿に記載または記録されることにより

定まります（以下、振替口座簿に記載または記録されることにより定まる受益権を「振替受益権」

といいます。）。委託会社は、やむを得ない事情等がある場合を除き、当該振替受益権を表示する

受益証券を発行しません。また、振替受益権には無記名式や記名式の形態はありません。 

 

（３）【発行（売出）価額の総額】

１．当初申込期間 

500億円を上限とします。 

２．継続申込期間 

500億円を上限とします。 

 

（４）【発行（売出）価格】

１．当初申込期間 

１万口当たり１万円とします。 

２．継続申込期間 

取得申込受付日の基準価額※とします。 

※「基準価額」とは、ファンドの資産総額から負債総額を控除した金額（純資産総額）をその

ときの受益権総口数で除した金額で、当ファンドにおいては、１万口当たりの価額で表示し

ます。基準価額は日々変動します。基準価額は、販売会社もしくは下記「照会先」にお問い

合わせください。また、日本経済新聞にも掲載されます。 

 

※当ファンドの販売会社、基準価額等については、下記の照会先までお問い合わせください。 

■ 照会先 ■ 

PayPayアセットマネジメント株式会社 

照会ダイヤル：Tel 0120－580446 

＜受付時間＞営業日の午前９時～午後５時 

ホームページ［https://www.paypay-am.co.jp］ 
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（５）【申込手数料】

申込手数料は、取得申込受付日の基準価額に、1.65％（税抜1.5％）を上限として、販売会社が

定める手数料率を乗じて得た金額とします。販売会社が定める手数料率については、販売会社にお

問い合わせください。販売会社については、上記「(4) 発行（売出）価格」に記載の照会先にお問

い合わせください。 

ただし、税引き後の収益分配金を再投資する場合の受益権の価額は、原則として各計算期間終了

日の基準価額とし、申込手数料は無手数料となります。 

 

（６）【申込単位】

申込単位は、販売会社が定める単位とします。申込単位については、販売会社にお問い合わせく

ださい。販売会社については、上記「（４）発行（売出）価格」に記載の照会先にお問い合わせく

ださい。 

ただし、税引き後の収益分配金を再投資する場合は、１口以上１口単位となります。 

 

（７）【申込期間】

１．当初申込期間 

2021年11月29日から2021年12月27日までとします。 

２．継続申込期間 

2021年12月28日から2022年１月７日までとします。 

なお、2022年１月８日以降、お申込みの受付は行ないません。 

 

（８）【申込取扱場所】

当ファンドの受益権の申込取扱場所（販売会社）は、上記「（４）発行（売出）価格」に記載の

照会先にお問い合わせください。 

 

（９）【払込期日】

１．当初申込期間 

取得申込代金のお支払期日については、販売会社にお問い合わせください。なお、発行価額の

総額は、販売会社によって、当初設定日に、委託会社の指定する口座を経由して、受託会社の指

定するファンド口座に払い込まれます。 

２．継続申込期間 

取得申込代金のお支払期日については、販売会社にお問い合わせください。なお、各取得申込

日の発行価額の総額は、販売会社によって、追加信託が行なわれる日に、委託会社の指定する口

座を経由して、受託会社の指定するファンド口座に払い込まれます。 

 

（１０）【払込取扱場所】

払込取扱場所は、販売会社とします。販売会社については、上記「（４）発行（売出）価格」に

記載の照会先にお問い合わせください。 

 

（１１）【振替機関に関する事項】

振替機関は下記の通りです。 

株式会社証券保管振替機構 
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（１２）【その他】

① 申込み証拠金 

該当事項はありません。 

② 本邦以外の地域における発行 

該当事項はありません。 

③ 振替受益権について 

当ファンドの受益権は、社振法の規定の適用を受け、上記「（11）振替機関に関する事項」に

記載の振替機関の振替業に係る業務規程等の規則にしたがって取扱われます。 

当ファンドの分配金、償還金、換金代金は、社振法および上記「（11）振替機関に関する事

項」に記載の振替機関の業務規程その他の規則にしたがって支払われます。 
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第二部【ファンド情報】
 

第１【ファンドの状況】
 

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

① ファンドの目的 

この投資信託は、配当等収益の確保と信託財産の成長を図ることを目的として運用を行ないま

す。 

② 信託金の限度額 

委託会社は、受託会社と合意のうえ、金500億円を限度として信託金を追加できるものとしま

す。また、受託会社と合意のうえ、限度額を変更することができます。 

③ ファンドの基本的性格 

一般社団法人投資信託協会が定める「商品分類に関する指針」に基づくファンドの商品分類・

属性区分は以下の通りです。 

商品分類 

単位型投信・追加型投信 追加型投信 

投資対象地域 国内 

投資対象資産（収益の源泉） 債券 

属性区分 

投資対象資産 債券 社債 

決算頻度 年１回 

投資対象地域 日本 

上記、商品分類及び属性区分の定義については、下記をご覧ください。 

商品分類表の各項目の定義について 

・「追加型投信」とは、一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行なわれ従来の信

託財産とともに運用されるファンドをいいます。 

・「国内」とは、目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的

に国内の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。 

・「債券」とは、目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的

に債券を源泉とする旨の記載があるものをいいます。 

属性区分表の各項目の定義について 

・「債券 社債」とは、目論見書又は投資信託約款において、主として債券（企業等が発行する

社債をいいます。）に投資する旨の記載があるものをいいます。 

・「年１回」とは、目論見書又は投資信託約款において、年１回決算する旨の記載があるものを

いいます。 

・「日本」とは、目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が日本の資産を

源泉とする旨の記載があるものをいいます。 

※当ファンドの商品分類及び属性区分に該当しない定義につきましては、一般社団法人投資信託

協会のホームページ（https://www.toushin.or.jp/）をご参照ください。 
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④ ファンドの特色 

ａ．主として、ソフトバンクグループの企業※が発行する債券に投資を行ないます。 

※ソフトバンクグループの企業とは、ソフトバンクグループ株式会社ならびに同社の国内外の

連結子会社および持分法適用関連会社をいいます。 

◇債券（劣後債を含みます。以下、同じ。）への投資にあたっては、発行体の信用状況、当該

債券の残存年限や利回り水準等を考慮し、銘柄選定を行なうことを基本とします。 

・ファンドの信託期間終了前に満期償還や早期償還が見込まれる債券に投資を行なうことを

基本とします。 

・取得時において、ＢＢＢ格以上の格付を有する債券に投資を行なうことを基本とします

（格付のない場合には、委託会社が同等の信用度を有すると判断したものを含みま

す。）。 

劣後債とは 

普通社債に比べて、法的弁済順位※が劣後した債券をいいます。利回りは一般に信用リスク

や劣後債の固有のリスクにより、普通社債に比べて高くなっています。一般的に繰上償還条

項が付されており、利払いの繰延条項が付されているものもあります。また、劣後債には、

償還期限がある「期限付劣後債」、償還期限の定めがない「永久劣後債」があります。 

※法的弁済順位とは、発行体が倒産等した場合において、債権者等に対する残余財産を弁済

する順位をいいます。 

◇債券の組入比率は、原則として高位を維持することを基本とします。 

●当ファンドは、特化型運用を行ないます。一般社団法人投資信託協会が定める「信用リス

ク集中回避のための投資制限」に定められた比率を超える支配的な銘柄が存在し、または

存在することとなる可能性が高い特化型運用ファンドに該当します。 

●当ファンドは、主として、ソフトバンクグループの企業が発行する債券に投資を行なうた

め、信託財産の純資産総額の10％を超える支配的な銘柄が存在します。特に、ソフトバン

クグループ株式会社が発行する債券に信託財産の純資産総額の35％を超えて投資を行なう

ことが見込まれます。また、同社以外にも支配的な銘柄が存在することも考えられます

（ただし、同社以外は信託財産の純資産総額の35％以内とします。）。投資が特定の支配

的な銘柄に集中することが想定されますので、当該銘柄の発行体に経営破たんや経営・財

務状況の悪化などが生じた場合には、大きな損失が発生することがあります。

・ソフトバンクグループの企業以外の企業が発行する債券にも投資を行ないます。 

ｂ．信託期間が約４年10ヶ月の限定追加型の投資信託です。 

◇ファンドの信託期間は2021年12月28日から2026年10月28日までです。 

◇ファンドは、取得の申込みを2022年１月７日まで限定して受付ける限定追加型の投資信託で

す。2022年１月８日以降、取得の申込みの受付は行ないません。 

 

※上記は2021年11月12日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 

※当初設定日直後、大量の追加設定または解約が発生したとき、市場動向等に急激な変化が生じた

ときまたは予想されるとき、償還の準備に入ったとき、ならびに残存元本が運用に支障をきたす

水準となったとき等やむを得ない事情が発生した場合には運用の基本方針にしたがって運用でき

ない場合があります。 
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（２）【ファンドの沿革】

2021年12月28日   信託契約締結、ファンドの設定日、運用開始（予定） 

 

（３）【ファンドの仕組み】

① ファンドの仕組み 

 

委託会社：PayPayアセットマネジメント株式会社 

信託財産の運用指図等を行ないます。 

 

受託会社：みずほ信託銀行株式会社 

（再信託受託会社：株式会社日本カストディ銀行） 

信託財産の管理業務等を行ないます。 

 

販売会社 

当ファンドの募集・販売の取扱い、一部解約の実行の請求の受付ならびに収益分配金・償還金・

一部解約金の支払いの取扱い等を行ないます。 

 

② 関係法人との契約等の概要 

ａ．証券投資信託契約 

委託会社と受託会社との間において締結しており、委託会社及び受託会社の業務、受益者の

権利、信託財産の運用・評価・管理、収益の分配、信託の期間・償還等を規定しています。 

ｂ．受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約 

委託会社と販売会社との間において締結しており、販売会社が行なう受益権の募集・販売等

の取扱い、収益分配金及び償還金の支払い、一部解約の取扱い等を規定しています。 

 

③ 委託会社等の概況（2021年９月末日現在） 

ａ．資本金の額 

資本金の額は金95百万円です。 

ｂ．委託会社の沿革 

平成16年５月12日 「株式会社フィスコアセットマネジメント」設立 

平成16年８月４日 有価証券に係る投資顧問業の登録 

平成19年１月30日 投資信託委託業の認可取得 

平成20年５月20日 商号を「株式会社フィスコアセットマネジメント」から「ＴＡＫＭＡキ

ャピタル株式会社」に変更 
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平成21年４月１日 商号を「ＴＡＫＭＡキャピタル株式会社」から「ＩＴＣインベストメン

ト・パートナーズ株式会社」に変更 

平成25年４月１日 商号を「ＩＴＣインベストメント・パートナーズ株式会社」から「アス

トマックス投信投資顧問株式会社」に変更 

令和３年３月８日 商号を「アストマックス投信投資顧問株式会社」から「PayPayアセット

マネジメント株式会社」に変更 

ｃ．大株主の状況 

名称 住所 所有株式数 比率 

Zフィナンシャル株式会社 東京都千代田区紀尾井町１番３号 35,635株 50.1％ 

アストマックス株式会社 東京都品川区東五反田二丁目10番２号 35,494株 49.9％ 
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２【投資方針】

（１）【投資方針】

①投資対象 

主として、ソフトバンクグループの企業※が発行する債券（劣後債を含みます。以下、同

じ。）に投資を行ないます。 

※ソフトバンクグループの企業とは、ソフトバンクグループ株式会社ならびに同社の国内外の

連結子会社および持分法適用関連会社をいいます。 

②投資態度 

・主として、ソフトバンクグループの企業が発行する債券に投資を行ないます。債券への投資

にあたっては、発行体の信用状況、当該債券の残存年限や利回り水準等を考慮し、銘柄選定

を行なうことを基本とします。 

・債券の組入比率は、原則として高位を維持することを基本とします。 

・市場動向、資金動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。 

 

※当初設定日直後、大量の追加設定または解約が発生したとき、市場動向等に急激な変化が生じ

たときまたは予想されるとき、償還の準備に入ったとき、ならびに残存元本が運用に支障をき

たす水準となったとき等やむを得ない事情が発生した場合には運用の基本方針にしたがって運

用できない場合があります。 

 

（２）【投資対象】

① この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項に掲げるものをい

います。以下、同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第20項に規定するものをいい、信

託約款第23条、第24条および第25条に定めるものに限ります。） 

ハ．約束手形（金融商品取引法第２条第１項第15号に掲げるものを除きます。以下、同

じ。） 

ニ．金銭債権 

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．為替手形 

② 委託会社は、信託金を、主として次の有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により

有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）に投資することを指図することが

できます。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下、「分離型

新株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．特定目的会社に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいい

ます。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６

号で定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるもの

をいいます。） 

8



９．特定目的会社に係る優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品取引

法第２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

10．コマーシャル・ペーパー 

11．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下、同

じ。）および新株予約権証券 

12．外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有す

るもの 

13．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号で定めるも

のをいいます。） 

14．投資証券、投資法人債券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第11号で定め

るものをいいます。） 

15．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第18号で定めるものをいいま

す。） 

16．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第20号で定めるものをいいます。） 

17．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

18．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託

の受益証券に限ります。） 

19．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第16号で定めるものをいいます。） 

20．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信

託の受益証券に表示されるべきもの 

21．外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの 

なお、第１号の証券または証書、第12号ならびに第16号の証券または証書のうち第１号の証

券または証書の性質を有するものを以下、「株式」といい、第２号から第６号までの証券なら

びに第14号の証券のうち投資法人債券および第12号ならびに第16号の証券または証書のうち第

２号から第６号までの証券の性質を有するものを以下、「公社債」といい、第13号の証券およ

び第14号の証券（投資法人債券を除きます。）を以下、「投資信託証券」といいます。 

③ 委託会社は、信託金を、上記②に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取

引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）に

より運用することを指図することができます。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きま

す。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 
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（３）【運用体制】

◆委託会社では、投資運用方針の審議・決定機関である商品企画委員会の決定に則り、運用部門が

運用計画の策定、信託財産の運用の指図に関する事項を担当しています。運用部門は、常時ポー

トフォリオ運用のための投資環境分析を行なっています。 

◆トレーディング部門は、運用部門の指図に基づいた発注および約定の確認等を行ないます。トレ

ーディング部門は、運用部門が決定する投資内容がファンドの投資運用方針等に沿っているかど

うかの第一次チェックを行ない、必要に応じて速やかに是正措置を講じます。また、管理部門に

おいても日々運用状況のモニタリングを行なっており、運用委員会で承認された運用計画と投資

行動の整合性、法令および信託約款、運用ガイドライン等の遵守状況等を確認します。 

◆リーガル・コンプライアンス部門は、管理部門からのモニタリング結果の報告等を通して運用状

況の点検を行なうとともに、管理部門が行なうモニタリングの適切性等の確認を行なっていま

す。これらの結果は月次の運用委員会に報告され、同委員会でも運用状況の点検等が行なわれま

す。 

なお、リーガル・コンプライアンス部門は２名程度、商品企画委員会及び運用委員会は代表取締

役、運用部門責任者、リーガル・コンプライアンス部門責任者等４～10名程度で構成されていま

す。 

 

◆委託会社では、受託会社に対しては、日々の純資産照合、月次の勘定残高照合等を行なっていま

す。また、証券投資信託契約に基づく受託会社としての業務の遂行状況等をモニターしていま

す。 

◆委託会社では、ファンドの運用に関する社内規程として、投資信託業務に係るファンド・マネー

ジャーが遵守すべき規定並びにデリバティブ取引、資金の借入れ、外国為替の予約取引、信用取

引等に関して各々、取扱い基準を設けています。 

 

※上記は2021年11月12日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 
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（４）【分配方針】

年１回の毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行ないます。 

①毎決算期に収益の分配を行なう方針です。ただし、基準価額の水準や市場動向等を勘案して収益

の分配を行なわない場合もあります。 

②分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等とします。 

③信託財産に留保した収益の運用については、特に制限を設けず、「基本方針」および「運用方

法」に基づき元本と同一の運用を行ないます。 

※配当金、利子、貸付有価証券に係る品貸料およびこれ等に類する収益から支払利息を控除した額

（「配当等収益」といいます。）は、諸経費、信託報酬および当該信託報酬に係る消費税等に相

当する金額を控除した後、その残金を受益者に分配することができます。なお、次期以降の分配

金にあてるため、分配準備積立金として積み立てることができます。 

※売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下、「売買益」といいます。）は、諸経費、信託報

酬および当該信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、その

全額を売買益をもって補てんした後、受益者に分配することができます。なお、次期以降の分配

にあてるため、分配準備積立金として積み立てることができます。 

※毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 

 

◆ファンドの決算日 

原則として毎年12月20日（休業日の場合は翌営業日）を決算日とします。 

 

◆収益分配金の支払い 

収益分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者

（当該収益分配金に係る決算日以前において一部解約が行なわれた受益権に係る受益者を除きま

す。また、当該収益分配金に係る決算日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販

売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）

に、原則として決算日から起算して５営業日までに支払いを開始します。「分配金再投資コー

ス」をお申込みの場合は、収益分配金は税引後、無手数料で再投資されますが、再投資により増

加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。 
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（５）【投資制限】

① 債券への投資割合（信託約款） 

債券への投資割合には、制限を設けません。 

② 投資信託証券への投資割合（信託約款） 

投資信託証券（上場投資信託証券を除きます。）への投資割合は、信託財産の純資産総額の

５％以下とします。 

③ 外貨建資産への投資割合（信託約款） 

外貨建資産への投資は、行ないません。 

④ 投資する株式等の範囲（信託約款） 

１．委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商

品取引所に上場されている株式の発行会社の発行するもの、金融商品取引所に準ずる市場にお

いて取引されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権

者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券については、この限りでは

ありません。 

２．上記１．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株

予約権証券で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては、委

託会社が投資することを指図することができるものとします。 

⑤ 信用取引の指図範囲（信託約款） 

１．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売付けることの

指図をすることができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しまたは買戻し

により行なうことの指図をすることができるものとします。 

２．上記１．の信用取引の指図は、当該売付けに係る建玉の時価総額が信託財産の純資産総額の

範囲内とします。 

３．信託財産の一部解約等の事由により、上記２．の売付けに係る建玉の時価総額が信託財産の

純資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する売

付けの一部を決済するための指図をするものとします。 

⑥ 信用リスク集中回避のための投資制限（信託約款） 

一般社団法人投資信託協会の規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エ

クスポージャー及びデリバティブ取引等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比

率は、原則として合計で35％以内とすることとし、当該比率を超えることとなった場合には、

委託会社は、一般社団法人投資信託協会の規則にしたがい当該比率以内となるよう調整を行な

うこととします。ただし、ソフトバンクグループ株式会社が発行する債券等への投資割合には

制限を設けません。 

⑦ 先物取引等の運用指図・目的・範囲（信託約款） 

１．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の金融商品取引所

における有価証券先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号イに掲げるものをいいま

す。）、有価証券指数等先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号ロに掲げるものをいい

ます。）および有価証券オプション取引（金融商品取引法第28条第８項第３号ハに掲げるもの

をいいます。）ならびに外国の金融商品取引所におけるこれらの取引と類似の取引を行なうこ

との指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めるものとします

（以下、同じ。）。 

２．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の金融商品取引所

における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の金融商品取引所における金

利に係るこれらの取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。 
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⑧ スワップ取引の運用指図・目的・範囲（信託約款） 

１．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった受取金利または

異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下、「スワップ取引」と

いいます。）を行なうことの指図をすることができます。 

２．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として、ファンドの信託期

間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものにつ

いてはこの限りではありません。 

３．スワップ取引の評価は、市場実勢金利等をもとに算出した価額で行なうものとします。 

４．委託会社は、スワップ取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたとき

は、担保の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

⑨ 金利先渡取引の運用指図・目的・範囲（信託約款） 

１．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引を行なうこ

との指図をすることができます。 

２．金利先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として、ファンドの信託期間

を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについ

てはこの限りではありません。 

３．金利先渡取引の評価は、市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価するものとします。 

４．委託会社は、金利先渡取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたとき

は、担保の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

⑩ デリバティブ取引等に係る投資制限（信託約款） 

デリバティブ取引等については、一般社団法人投資信託協会の規則に定める合理的な方法によ

り算出した額が信託財産の純資産総額を超えないこととします。 

⑪ 有価証券の貸付けの指図および範囲（信託約款） 

１．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を

次の各号の範囲内で貸付けることの指図をすることができます。 

・株式の貸付けは、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の

時価合計額の50％を超えないものとします。 

・公社債の貸付けは、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有

する公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

２．上記１．に定める限度額を超えることとなった場合には、委託会社は、すみやかにその超え

る額に相当する契約の一部の解約を指図するものとします。 

３．委託会社は、有価証券の貸付けにあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行な

うものとします。 

⑫ 資金の借入れ（信託約款） 

１．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約に伴う

支払資金の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みま

す。）を目的として、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金

借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借

入金をもって有価証券等の運用は行なわないものとします。 

 ２．一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から、

信託財産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間、または解約代金の入金日までの

間、もしくは償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、資金借入

額は当該有価証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。ただし、資

金借入額は、借入指図を行なう日における信託財産の純資産総額の10％を超えないこととしま

す。 

３．収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌

営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

13



４．借入金の利息は信託財産中から支弁します。 

⑬ 同一法人の発行する株式の取得制限（投資信託及び投資法人に関する法律） 

同一法人の発行する株式について、委託会社が運用の指図を行なうすべての委託者指図型投資

信託の投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が、当該株式に係る議決権の総

数の50％を超えることとなるときは、投資信託財産をもって当該株式を取得することはできま

せん。 

⑭ 投資信託財産の運用として行なうデリバティブ取引の制限（金融商品取引業等に関する内閣府

令） 

投資信託財産に関し、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る変動

その他の理由により発生し得る危険に対応する額としてあらかじめ委託会社が定めた合理的な

方法により算出した額が当該投資信託財産の純資産額を超えることとなる場合において、デリ

バティブ取引（本⑭においてデリバティブ取引とは金融商品取引法第２条第20項に規定するも

のをいい、新株予約権証券又はオプションを表示する証券若しくは証書に係る取引、選択権付

債券売買及び商品投資等取引（投資信託及び投資法人に関する法律施行令第３条第10号に規定

するものをいいます。）を含みます。）を行ない、または継続することを内容とした運用を行

なうことはできません。 

⑮ 信用リスク集中回避のための投資制限（金融商品取引業等に関する内閣府令） 

投資信託財産に関し、信用リスク（保有する有価証券その他の資産について取引の相手方の債

務不履行その他の理由により発生し得る危険をいいます。）を適正に管理する方法としてあら

かじめ委託会社が定めた合理的な方法に反することとなる取引を行うことを内容とした運用を

行なうことはできません。 
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３【投資リスク】

(1）投資リスク 

当ファンドは、主として、債券など値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動

します。したがって、投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被

り、投資元本を割込むことがあります。当ファンドの運用による損益は、全て投資者の皆様に帰属

します。なお、投資信託は預貯金と異なります。 

基準価額の主な変動要因については、次のとおりです。 

① 公社債の価格変動（価格変動リスク・信用リスク） 

公社債の価格は、一般に金利が低下した場合には上昇し、金利が上昇した場合には下落しま

す。また、公社債の価格は、発行体の信用状況によっても変動します。特に、発行体が債務不履

行となった場合、またはその可能性が予想される場合には、当該公社債の価格は大きく下落しま

す。当ファンドが組入れている公社債の価格が下落した場合には、基準価額が下落する要因とな

り、投資元本を割込むことがあります。 

また、劣後債は、普通社債などと比較して、以下のような固有のリスクがあり、一般的に価格

変動リスクや信用リスクは相対的に大きいものとなります。 

法的弁済順位が劣後するリスク 

一般的に劣後債の法的弁済順位は株式に優先し、普通社債に劣後します。そのため、発行体が

倒産等した場合、他の優先する債権が全額支払われない限り、元利金の支払いを受けることが

できないこととなります。また、劣後債は、一般的に普通社債と比較して格付けが低く、その

格付けが更に下がる場合には、劣後債の価格が大きく下落する場合があります。 

繰上償還延期リスク 

一般的に劣後債には、繰上償還条項が付されていますが、繰上償還の実施は発行体が決定する

こととなっています。繰上償還日に償還されることを前提として取引されている劣後債は、市

場環境等によって予定された期日に繰上償還が実施されない場合、もしくは実施されないと見

込まれる場合には、当該劣後債の価格が大きく下落することがあります。 

利払い繰延リスク 

劣後債には、利払いの繰延条項が付されているものがあり、発行体の財務状況や収益動向等に

よって、利息の支払いが繰り延べまたは停止される場合があります。 

損失負担条項に係るリスク 

劣後債には、発行体が実質破綻状態にあると判断された場合や発行体の自己資本比率が一定水

準を下回った場合に元本の一部または全部が削減される、または発行体の普通株式に転換され

るなどの条項が実質的に付されているものがあります。元本が削減される場合には、法的弁済

順位にかかわらず普通株式よりも先に損失を負担することになり、元利金の弁済を受けられな

い場合があります。また、元利金が受け取れなくなることもあります。普通株式に転換された

場合には、その価値が元本を大きく下回ることがあります。 

その他 

組入銘柄が期限前償還された場合、再投資した利回りが低くなることがあります。 

② 特定の債券への銘柄集中リスク 

 当ファンドは、特化型運用を行ないます。特定の銘柄への集中投資を行ないますので、当該銘

柄のリスクが顕在化した場合、多数の銘柄に分散投資された投資信託に比べ、当該銘柄が基準価

額に及ぼす影響が強くなり、大きな損失が発生することがあります。 

 当ファンドは、主として、ソフトバンクグループの企業が発行する債券に投資を行なうため、

信託財産の純資産総額の10％を超える支配的な銘柄が存在します。特に、ソフトバンクグループ

株式会社が発行する債券に信託財産の純資産総額の35％を超えて投資を行なうことが見込まれま

す。また、同社以外にも支配的な銘柄が存在することも考えられます（ただし、同社以外は信託

財産の純資産総額の35％以内とします。）。投資が特定の支配的な銘柄に集中することが想定さ
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れますので、当該銘柄の発行体に経営破たんや経営・財務状況の悪化などが生じた場合には、大

きな損失が発生することがあります。

③ 一部解約によるファンドの資金流出に伴う基準価額変動のリスク 

受益者によるファンドの一部解約請求額が追加設定額を大きく上回った場合、解約資金を手当

てするために保有する有価証券等を大量に売却しなければならないことがあります。その際に

は、市況動向や取引量等の状況によっては、市場実勢から期待される価格で売却できない可能性

があります。その結果、当ファンドの基準価額が下落することが考えられます。 

④ 当初設定日直後、大量の追加設定または解約が発生したとき、市場動向等に急激な変化が生じ

たときまたは予想されるとき、償還の準備に入ったとき、ならびに残存元本が運用に支障をきた

す水準となったとき等やむを得ない事情が発生した場合には、運用の基本方針にしたがって運用

できない場合があります。 

(2）投資リスクの管理体制 

 

① 信託財産における運用リスクについては、運用部門責任者およびファンド・マネージャーが常

時モニターし、協議、点検を行なっています。 

② リーガル・コンプライアンス部門においては、管理部門からのモニタリング結果の報告等を通

して法令および信託約款等の遵守状況を日々チェックしています。 

③ これらの結果は、代表取締役、運用部門責任者、リーガル・コンプライアンス部門責任者等で

構成される月次の運用委員会に報告されており、同委員会でも運用状況の点検が行なわれていま

す。 

 

※上記は2021年11月12日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 
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（参考情報） 
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４【手数料等及び税金】

（１）【申込手数料】

① 申込手数料は、取得申込受付日の基準価額に、1.65％（税抜1.5％）を上限として販売会社が

定める手数料率を乗じて得た金額とします。 

販売会社が定める手数料率については、販売会社にお問い合わせください。 

② 税引き後の収益分配金を再投資する場合の受益権の価額は、原則として各計算期間終了日の基

準価額とし、申込手数料は無手数料となります。 

※当ファンドの販売会社、基準価額等については、下記の照会先までお問い合わせください。 

■ 照会先 ■ 

PayPayアセットマネジメント株式会社 

照会ダイヤル：Tel 0120－580446 

＜受付時間＞営業日の午前９時～午後５時 

ホームページ［https://www.paypay-am.co.jp］ 

 

※申込手数料は、購入時の商品および投資環境に関する説明や情報提供、事務手続き等の対価とし

て販売会社にお支払いいただきます。詳しくは販売会社にお問合わせ下さい。 

 

（２）【換金（解約）手数料】

ありません。なお、途中換金される場合には信託財産留保額が控除されます。信託財産留保額

は、換金申込受付日の基準価額に0.3％の率を乗じて得た額とします。 

 

※信託財産留保額は、信託期間の途中で換金する場合に、換金に必要な費用を賄うため基準価額か

ら控除され、信託財産中に留保される額です。 

 

（３）【信託報酬等】

信託報酬の総額は、当ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年0.418％

（税抜年0.38％）の率を乗じて得た額です。 

委託会社、受託会社、販売会社間の配分については次のとおりです。 

信託報酬の配分 

（税抜） 

委託会社 年0.15％ 

受託会社 年0.03％ 

販売会社 年0.20％ 

信託報酬の総額は、毎計算期間の最初の６ヶ月終了日（６ヶ月終了日が休業日の場合は、翌営業

日とします。）、毎計算期末または信託終了のときに、信託財産中から支払われます。 

 

※信託報酬を対価とする役務の内容は、配分先に応じて、それぞれ以下のとおりです。 

委託会社：資金の運用の対価 

受託会社：運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価 

販売会社：運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の情報提供等の対

価 

 

（４）【その他の手数料等】

①その他の費用 

(イ)ファンドに関する組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、売買委託手数料に対す

る消費税等相当額等に要する費用は信託財産中から支払われます。 

(ロ)信託財産において一部解約金の支払資金等に不足額が生じるときに資金借入れを行なった場

合、その借入金の利息は、受益者の負担とし、信託財産中から支払われます。 
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(ハ)信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用（消費税等相当額を含みます。）およ

び受託会社の立替えた立替金の利息は、受益者の負担とし、信託財産中から支払われます。 

※上記「その他の費用」については、運用状況等により変動しますので、事前に料率、上限額等を

示すことができません。 

②以下に定める諸費用（消費税等相当額を含みます。）は、受益者の負担とし、信託財産中から支

払うことができます。 

(イ)信託約款の作成および監督官庁への届出等に係る費用 

(ロ)有価証券届出書、有価証券報告書等の作成ならびに監督官庁への届出等に係る費用 

(ハ)目論見書の作成、印刷および交付等に係る費用 

(ニ)運用報告書の作成、印刷および交付ならびに監督官庁への届出等に係る費用 

(ホ)信託約款の変更または信託契約の解約に係る事項を記載した書面の作成、印刷等に係る費用 

(ヘ)この信託契約に係る受益者に対する公告に係る費用 

(ト)投資信託財産の監査に係る費用 

(チ)この信託契約に係る法律顧問および税務顧問に対する報酬 

③上記②の諸費用は、委託会社が合理的な見積率により計算した額を、かかる諸費用の合計額とみ

なして、実際または予想される費用額を上限として、ファンドより受領することができます。た

だし、委託会社は、信託財産の規模等を考慮のうえ、あらかじめ委託会社が定めた範囲内で、受

領する金額の上限、一定の率または一定の金額を変更することができます。なお、これら諸費用

は、毎計算期間の最初の６ヶ月終了日（６ヶ月終了日が休業日の場合は、翌営業日としま

す。）、毎計算期末または信託終了のときに、信託財産中から支払われます。 

※上記「その他の手数料等」については、運用状況等により変動しますので、事前に料率、上限額

等を示すことができません。 

 

※当ファンドの手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することが

できません。 

 

（５）【課税上の取扱い】

当ファンドは、課税上は、株式投資信託として取扱われます。 

① 個別元本について 

ａ．追加型株式投資信託について、受益者毎の信託時の受益権の価額等（申込手数料および当該

申込手数料に係る消費税等相当額は含まれません。）が当該受益者の元本（個別元本）にあた

ります。 

ｂ．受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、個別元本は、当該受益者が追加信託

を行なうつど当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。 

ｃ．元本払戻金（特別分配金）が支払われた場合、収益分配金発生時に受益者の個別元本から当

該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。 

② 収益分配金の課税について 

追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と非課税扱いとなる

「元本払戻金（特別分配金）」（受益者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）の区分がありま

す。 

受益者が収益分配金を受取る際、 

ａ．収益分配金落ち後の基準価額が、受益者の個別元本と同額の場合または受益者の個別元本を

上回っている場合には、収益分配金の全額が普通分配金となります。 

ｂ．収益分配金落ち後の基準価額が、受益者の個別元本を下回っている場合には、その下回る部

分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、収益分配金から元本払戻金（特別分配金）を控除

した額が普通分配金となります。 
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③ 個人、法人別の課税の取扱いについて 

ａ．個人の受益者に対する課税 

１．収益分配金に対する課税 

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については、20.315％（所得税15％、復興特

別所得税0.315％および地方税５％）の税率による源泉徴収が行なわれます。なお、確定申

告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択すること

もできます。 

２．一部解約金および償還金に対する課税 

一部解約時および償還時の譲渡益については、20.315％（所得税15％、復興特別所得税

0.315％および地方税５％）の税率による申告分離課税が適用されます。なお、源泉徴収選

択口座においては原則として確定申告は不要となります。 

※少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合 

少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」は、平成26年１月１日より開始された非課税制度で

す。公募株式投資信託は税法上、NISAの適用対象となります。NISAをご利用の場合、毎年、

年間120万円の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得及び譲渡所

得が５年間非課税となります。ご利用になれるのは、満20歳以上の方で、販売会社で非課税

口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。なお、「ジュニアNISA」

は、年間80万円の範囲で20歳未満の方を対象とした非課税制度となります。詳しくは、販売

会社にお問い合わせください。 

ｂ．法人の受益者に対する課税 

法人の受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部

解約時および償還時の個別元本超過額については、15.315％（所得税15％および復興特別所

得税0.315％）の税率で源泉徴収され法人の受取額となります。地方税の源泉徴収はありま

せん。なお、益金不算入制度は適用されません。 

 

※外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。

※税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。 

※課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等に確認されることをお勧めいたします。 
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５【運用状況】

当ファンドの運用は2021年12月28日より開始する予定であり、有価証券届出書提出日現在該当事項は

ありません。 

 

（１）【投資状況】

該当事項はございません。 

 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

該当事項はございません。 

 

②【投資不動産物件】

該当事項はございません。 

 

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はございません。 

 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

該当事項はございません。 

 

②【分配の推移】

該当事項はございません。 

 

③【収益率の推移】

該当事項はございません。 

 

（４）【設定及び解約の実績】

該当事項はございません。 

 

（参考情報） 

当ファンドの運用は2021年12月28日より開始する予定であり、有価証券届出書提出日現在該当事項

はありません。 

 

基準価額・純資産の推移 

該当事項はございません。 

 

分配の推移 

該当事項はございません。 

 

主要な資産の状況 

該当事項はございません。 

 

年間収益率の推移 

該当事項はございません。 

※当ファンドには、ベンチマークはありません。 

 

ファンドの運用状況は別途、委託会社のホームページで開示している場合があります。 
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第２【管理及び運営】
 

１【申込（販売）手続等】

(1）受益権の取得申込者は、販売会社に取引口座を開設のうえ、取得の申込みを行なうものとしま

す。 

お申込みには、分配金の受取方法により、収益の分配時に分配金を受取るコース（「分配金受取

コース」といいます。）と、分配金が税引き後無手数料で再投資されるコース（「分配金再投資コ

ース」といいます。）の２つのコースがあります。ただし、販売会社によって取扱うコースが異な

ることがありますので、お申込みの際は、必ず販売会社にご確認ください。 

受益権の取得申込者は「分配金受取コース」と「分配金再投資コース」のいずれかの方法により

取得の申込みを行ないます。 

詳しくは、販売会社にお問い合せください。 

(2）受益権の取得申込者は販売会社に、取得申込みと同時にまたはあらかじめ、自己のために開設さ

れた当ファンドの受益権の振替を行なうための振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該

取得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行なわれます。 

なお、販売会社は、当該取得申込みの代金の支払いと引換えに、当該口座に当該取得申込者に係

る口数の増加の記載または記録を行なうことができます。委託会社は、追加信託により分割された

受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法に定める事

項の振替機関への通知を行なうものとします。振替機関等は、委託会社から振替機関への通知があ

った場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録を行ないま

す。受託会社は、追加信託により生じた受益権については追加信託のつど、振替機関の定める方法

により、振替機関へ当該受益権に係る信託を設定した旨の通知を行ないます。 

(3）申込単位は、販売会社が定める単位とします。申込単位については、販売会社にお問い合わせく

ださい。 

ただし、「分配金再投資コース」により、税引き後の収益分配金を再投資する場合は、１口以上

１口単位となります。 

(4）受益権の販売価額は、取得申込受付日の基準価額とします。 

ただし、「分配金再投資コース」により、税引き後の収益分配金を再投資する場合の価額は、原

則として決算日の基準価額とします。 

基準価額は、原則として毎営業日に算出されます。基準価額は、販売会社もしくは下記「照会

先」に問い合わせることにより知ることができます。また、日本経済新聞にも掲載されます。 

(5）当ファンドの受益権の取得申込みは、原則として2022年１月７日までにおいて毎営業日に販売会

社において受付けます。なお、取得申込みの受付は、原則として営業日の午後３時までとし、当該

受付時間を過ぎてのお申込みは、翌営業日の取扱いとなります。詳しくは、販売会社にお問い合せ

ください。 

なお、2022年１月８日以降、取得の申込みの受付は行ないません。 

また、金融商品取引所等における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、取得申込み

の受付を中止することがあります。 

(6）受益権の取得申込者は、お申込金額と申込手数料および当該手数料に係る消費税等相当額を販売

会社が指定する期日までにお支払いいただきます。 
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※ファンドの販売会社、基準価額等については、下記の照会先までお問い合わせください。 

■ 照会先 ■ 

PayPayアセットマネジメント株式会社 

照会ダイヤル：Tel 0120－580446 

＜受付時間＞営業日の午前９時～午後５時 

ホームページ［https://www.paypay-am.co.jp］ 

 

２【換金（解約）手続等】

受益者は、保有する受益権について、一部解約の実行を請求することにより換金することができま

す。 

(1）受益者は、原則として毎営業日において、自己に帰属する受益権について、販売会社を通じて委

託会社に対して最低単位を１口単位として販売会社が定める単位をもって一部解約の実行の請求を

することができます。なお、一部解約の実行の請求をする場合は、振替受益権をもって行なうもの

とします。 

一部解約の実行の請求の受付は、原則として営業日の午後３時までとし、当該受付時間を過ぎて

の一部解約の実行の請求は、翌営業日の取扱いとなります。 

詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

(2）一部解約の実行の請求を行なう受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受

益者の請求に係るこの信託契約の一部解約を委託会社が行なうのと引換えに、当該一部解約に係る

受益権の口数と同口数の抹消の申請を行なうものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の

口座において当該口数の減少の記載または記録が行なわれます。 

(3）委託会社は、一部解約の実行の請求を受付けたときは、１口単位をもってこの信託契約の一部を

解約します。 

(4）一部解約の価額は、一部解約の実行の請求を受付けた日の基準価額から当該基準価額に0.3％の

率を乗じて得た額を信託財産留保額として控除して得た価額（以下、「解約価額」といいます。）

とします。 

  基準価額および解約価額は、原則として毎営業日に算出されます。基準価額および解約価額は、

販売会社もしくは上記「１ 申込（販売）手続等」に記載の照会先に問い合わせることにより知る

ことができます。また、基準価額は、日本経済新聞にも掲載されます。 

(5）一部解約金は、一部解約の実行の請求を受付けた日から起算して、原則として５営業日目から販

売会社において、受益者に支払います。 

(6）委託会社は、金融商品取引所等における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、一部

解約の実行の請求の受付を中止することができます。また、信託財産の資産管理を円滑に行なうた

めに大口の一部解約の実行の請求には、制限を設ける場合があります。 

(7）一部解約の実行の請求の受付が中止されたときは、受益者は当該受付中止以前に行なった当日の

一部解約の実行の請求を撤回することができます。 
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３【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

① 基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を法令および

一般社団法人投資信託協会規則に従って時価または一部償却原価法により評価して得た信託財産

の資産総額から負債総額を控除した金額（「純資産総額」といいます。）を計算日における受益

権総口数で除した金額で、当ファンドでは１万口当たりの価額で表示します。基準価額は、原則

として毎営業日に算出されます。 

  基準価額は、販売会社もしくは上記「１ 申込（販売）手続等」に記載の照会先に問い合わせ

ることにより知ることができます。また、日本経済新聞にも掲載されます。 

② 公社債については、原則として基準価額計算日の次に掲げるいずれかの価額で評価します。 

(イ)日本証券業協会が発表する売買参考統計値（平均値） 

(ロ)金融商品取引業者、銀行等の提示する価額（売気配相場を除く。） 

(ハ)価格情報会社の提供する価額 

 

（２）【保管】

ファンドの受益権の帰属は、振替機関等の振替口座簿に記載または記録されることにより定ま

り、受益証券を発行しませんので、受益証券の保管に関する該当事項はありません。 

 

（３）【信託期間】

当ファンドの信託期間は2026年10月28日までとします。ただし、ただし、下記「（５）その他 

① 信託の終了」の場合にはこの信託契約を解約し、信託を終了させる場合があります。 

 

（４）【計算期間】

① 当ファンドの計算期間は、原則として原則として毎年12月21日から翌年12月20日までとしま

す。 

② 上記の場合において、計算期間の最終日が休日に当たるときは、休日の翌営業日を当該計算期

間の最終日とし、次の計算期間は、その翌日から開始します。なお、第１計算期間は、当初設定

日から2022年12月20日までとします。 

 

（５）【その他】

① 信託の終了 

１．委託会社は、受益権の口数が20億口を下ることとなった場合、ソフトバンクグループの企業

が発行する債券の発行体の信用状況、当該債券の利回り水準等を考慮し、当該債券の組入比率

を高位に維持することが困難な状況が継続すると委託会社が判断した場合もしくは信託契約を

解約することが受益者のため有利であると認めるときまたはやむを得ない事情が発生したとき

は、受託会社と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させることができます。この

場合において、委託会社は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 

２．委託会社は、上記１．の事項について、書面による決議（以下、「書面決議」といいま

す。）を行ないます。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに信託契約の解約

の理由などの事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、この信託契約に係る知れている受

益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発します。 

３．上記２．の書面決議において、受益者（委託会社および当ファンドの信託財産に当ファンド

の受益権が属するときの当該受益権に係る受益者としての受託会社を除きます。以下、本３．

において同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。

なお、この信託契約に係る知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受

益者は書面決議について賛成するものとみなします。 
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４．上記２．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上にあた

る多数をもって行ないます。 

５．上記２．から４．までの規定は、委託会社が信託契約の解約について提案をした場合におい

て、当該提案につき、この信託契約に係るすべての受益者が書面または電磁的記録により同意

の意思表示をしたときには適用しません。また、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない

事情が生じている場合であって、上記２．から４．までの手続きを行なうことが困難な場合も

同じとします。 

６．委託会社は、監督官庁より信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信

託契約を解約し、信託を終了させます。 

７．委託会社が監督官庁より登録の取消しを受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したと

きは、委託会社は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。ただし、監督官庁が信託契

約に関する委託会社の業務を他の投資信託委託会社に引継ぐことを命じたときは、「②信託約

款の変更」の書面決議で否決された場合を除き、当該投資信託委託会社と受託会社との間にお

いて存続します。 

８．受託会社が辞任した場合または裁判所が受託会社を解任した場合において、委託会社が新受

託会社を選任できないときは、委託会社はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。 

② 信託約款の変更 

１．委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したとき

は、受託会社と合意のうえ、この信託約款を変更することまたは当ファンドと他のファンドと

の併合（投資信託及び投資法人に関する法律第16条第２号に規定する「委託者指図型投資信託

の併合」をいいます。以下、同じ。）を行なうことができるものとし、あらかじめ、変更また

は併合しようとする旨およびその内容を監督官庁に届出ます。なお、信託約款は本「②信託約

款の変更」に定める以外の方法によって変更することができないものとします。 

２．委託会社は、上記１．の事項（上記１．の変更事項にあってはその内容が重大なものに該当

する場合に限り、併合事項にあってはその併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽微なものに該

当する場合を除き、以下、合わせて「重大な信託約款の変更等」といいます。）について、書

面決議を行ないます。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大な信託約款

の変更等の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、この信託

約款に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を

発します。 

３．上記２．の書面決議において、受益者（委託会社および当ファンドの信託財産に当ファンド

の受益権が属するときの当該受益権に係る受益者としての受託会社を除きます。以下、本３．

において同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。

なお、この信託約款に係る知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受

益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

４．上記２．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上にあた

る多数をもって行ないます。 

５．書面決議の効力は、当ファンドのすべての受益者に対してその効力を生じます。 

６．上記２．から５．までの規定は、委託会社が重大な信託約款の変更等について提案をした場

合において、当該提案につき、この信託約款に係るすべての受益者が書面または電磁的記録に

より同意の意思表示をしたときには適用しません。 

７．上記１．から６．までの規定にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決さ

れた場合にあっても、当該併合に係る一または複数の他の投資信託において当該併合の書面決

議が否決された場合は、当該他の投資信託との併合を行なうことはできません。 

８．委託会社は、監督官庁の命令に基づいて信託約款を変更しようとするときは、上記１．から

７．までの規定にしたがいます。 
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③ 反対受益者の受益権買取請求の不適用 

当ファンドは、受益者が自己が保有する受益権について一部解約の実行の請求を行なったとき

は、委託会社が信託契約の一部の解約をすることにより当該請求に応じ、当該受益権の公正な価

格が当該受益者に一部解約金として支払われることとなる委託者指図型投資信託に該当するた

め、上記①に規定する信託契約の解約または上記②に規定する重大な信託約款の変更等を行なう

場合において、投資信託及び投資法人に関する法律第18条第１項に定める反対受益者による受益

権の買取請求の規定の適用を受けません。 

④ 関係法人との契約の更改等 

ａ．受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約 

委託会社および販売会社いずれからも別段の意思表示のないときは、自動的に１年間延長さ

れるものとします。 

⑤ 運用報告書 

委託会社は、毎決算時および償還時、運用経過のほか信託財産の内容、有価証券の売買状況、

費用明細等のうち重要な事項を記載した交付運用報告書を作成し、販売会社を通じて交付しま

す。 

運用報告書（全体版）は、委託会社のホームページ（https://www.paypay-am.co.jp）に掲載

されます。ただし、受益者から運用報告書（全体版）の交付請求があった場合には、交付しま

す。 

⑥ 委託会社の事業の譲渡および承継に伴う取扱い 

ａ．委託会社は、事業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関

する事業を譲渡することがあります。 

ｂ．委託会社は、分割により事業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、この

信託契約に関する事業を承継させることがあります。 

⑦ 公告 

委託会社が受益者に対してする公告は、電子公告により行ないます。 

公告アドレス https://www.paypay-am.co.jp/notification/ 

 

４【受益者の権利等】

(1）収益分配金に対する請求権 

① 受益者は保有する受益権の口数に応じて収益分配金を請求する権利を有します。 

② 収益分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者

（当該収益分配金に係る決算日以前において一部解約が行なわれた受益権に係る受益者を除きま

す。また、当該収益分配金に係る決算日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販

売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）

に帰属します。 

③ 受託会社が、委託会社の指定する預金口座等に払込むことにより、原則として、毎決算日の翌

営業日に、収益分配金が販売会社に交付されます。 

ａ．「分配金受取コース」により取得している場合 

収益分配金は、毎決算日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として決算日から起算

して５営業日までの日）から、毎決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録さ

れている受益者に販売会社において支払います。 

ｂ．「分配金再投資コース」により取得している場合 

原則として、決算日の翌営業日に税引後、無手数料で決算日の基準価額で再投資されます

が、再投資により増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。 

④ 受益者が、収益分配金について上記③の支払開始日から５年間その支払いを請求しないとき

は、その権利を失い、受託会社から交付を受けた金銭は、委託会社に帰属します。 
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(2）償還金に対する請求権 

① 受益者は保有する受益権の口数に応じて償還金（信託終了時における信託財産の純資産総額を

受益権総口数で除した額をいいます。以下同じ。）を請求する権利を有します。 

② 償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として信託終了の日から起

算して５営業日までの日）から、信託終了日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録

されている受益者（信託終了日以前において一部解約が行なわれた受益権に係る受益者を除きま

す。また、当該信託終了日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義

で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に、販売会社

において支払います。 

なお、当該受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して委託会社が当ファンドの

償還をするのと引換えに、当該償還に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行なうものと

し、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が

行なわれます。 

③ 受益者が、信託終了による償還金について、上記②の支払開始日から10年間その支払いを請求

しないときは、その権利を失い、受託会社から交付を受けた金銭は、委託会社に帰属します。 

(3）一部解約請求権 

① 受益者は自己に帰属する受益権について、販売会社を通じて委託会社に対して１口単位をもっ

て一部解約の実行の請求をすることができるものとし、その場合振替受益権をもって行なうもの

とします。 

一部解約の実行の請求を行なう受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該

受益者の請求に係るこの信託契約の一部解約を委託会社が行なうのと引換えに、当該一部解約に

係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行なうものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機

関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行なわれます。 

② 一部解約金は、一部解約請求受付日から起算して、原則として５営業日目から販売会社におい

て、受益者に支払います。 

(4）反対受益者の買取請求権 

上記「３ 資産管理等の概要（５）③」の項をご参照ください。 

(5）帳簿閲覧権 

受益者は、委託会社に対し、その営業時間内において当ファンドの信託財産に関する帳簿書類の

閲覧を請求する権利を有します。 
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第３【ファンドの経理状況】
 当ファンドの運用は2021年12月28日より開始する予定であり、有価証券届出書提出日現在該当事項は

ありません。ファンドの会計監査は、有限責任監査法人トーマツにより行なわれる予定です。

 

１【財務諸表】

該当事項はございません。 

 

（１）【貸借対照表】

該当事項はございません。 

 

（２）【損益及び剰余金計算書】

該当事項はございません。 

 

（３）【注記表】

該当事項はございません。 

 

（４）【附属明細表】

該当事項はございません。 

 

２【ファンドの現況】

 

【純資産額計算書】

該当事項はございません。 
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第４【内国投資信託受益証券事務の概要】

(1）名義書換等 

該当事項はありません。 

ファンドの受益権の帰属は、振替機関等の振替口座簿に記載または記録されることにより定ま

り、当ファンドの受益権を取り扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取り消された

場合または当該指定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替業を承継する者が存在しな

い場合その他やむを得ない事情がある場合を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しま

せん。なお、受益者は、委託会社がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無

記名式受益証券から記名式受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変

更の請求、受益証券の再発行の請求を行なわないものとします。 

(2）受益者等に対する特典 

該当事項はありません。 

(3）譲渡制限の内容 

譲渡制限はありません。 

(4）受益証券の再発行 

受益者は、委託会社がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、受益証券の再

発行の請求を行なわないものとします。 

(5）受益権の譲渡 

① 受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が

記載または記録されている振替口座簿に係る振替機関等に振替の申請をするものとします。 

② 上記①の申請のある場合には、上記①の振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益

権の口数の減少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記

載または記録するものとします。ただし、上記①の振替機関等が振替先口座を開設したものでな

い場合には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替機関等の上位機関を

含みます。）に社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載また

は記録が行なわれるよう通知するものとします。 

③ 上記①の振替について、委託会社は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録

されている振替口座簿に係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異なる場

合等において、委託会社が必要と認めたときまたはやむを得ない事情があると判断したときは、

振替停止日や振替停止期間を設けることができます。 

(6）受益権の譲渡の対抗要件 

受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託会社および受託会社に対

抗することができません。 

(7）受益権の再分割 

委託会社は、受託会社と協議のうえ、社振法に定めるところにしたがい、一定日現在の受益権を

均等に再分割できるものとします。 

(8）償還金 

償還金は、償還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（償還日

以前において一部解約が行なわれた受益権に係る受益者を除きます。また、当該償還日以前に設定

された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権につ

いては原則として取得申込者とします。）に支払います。 

(9）質権口記載又は記録の受益権の取扱いについて 

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権に係る収益分配金の支払

い、一部解約の実行の請求の受付、一部解約金および償還金の支払い等については、信託約款の規

定によるほか、民法その他の法令等にしたがって取扱われます。 
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第三部【委託会社等の情報】
 

第１【委託会社等の概況】
 

１【委託会社等の概況】

(1）資本金の額 

2021年９月末日現在の資本金の額は金95百万円です。なお、発行可能株式総数は100,000株であ

り、発行済株式総数は71,129株です。 

 

最近５年間における資本金の増減はありません。 

 

(2）会社の機構（2021年10月１日現在） 

ａ．組織図 
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ｂ．投資信託財産の運用の指図に係わる決定を行なう社内組織： 

代表取締役、運用部門責任者、リーガル・コンプライアンス部門責任者等で構成される商品企

画委員会を投資運用方針の審議・決定機関として、その決定に則り、運用部門が運用計画の策

定、信託財産の運用の指図に関する事項を担当しています。投資方針の決定から運用の指図及

び投信計理処理の流れは、下図「投資運用の意思決定と運用指図実施及び計理処理の流れ」の

とおりです。 

 

投資運用の意思決定と運用指図実施及び計理処理の流れ 
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２【事業の内容及び営業の概況】

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社であるPayPayアセットマネジメ

ント株式会社は、証券投資信託の設定を行なうとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業

者としてその運用（投資運用業）を行なっております。また、「金融商品取引法」に定める投資助言

業務、第二種金融商品取引業務を行なっております。 

委託会社の運用する証券投資信託は2021年９月末日現在次の通りです（ただし、親投資信託を除き

ます。）。 

 

種類 本数 純資産総額（百万円） 

追加型株式投資信託 61 212,584 

単位型株式投資信託 17 36,735 

追加型公社債投資信託    

単位型公社債投資信託 1 7,735 

合計 79 257,055 
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３【委託会社等の経理状況】

 

１．財務諸表の作成方法について 

(1) 委託会社であるPayPayアセットマネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表は

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務

諸表等規則」という。）第2条の規定により、財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する

内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づき作成しております。 

 

(2) 財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第19期事業年度（自 2020年４月１日 

至 2021年３月31日）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けておりま

す。 
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（１）【貸借対照表】

区分 
前事業年度 当事業年度 

（2020年３月31日現在） （2021年３月31日現在） 

金 額 金 額 

（資産の部） 千円 千円 千円 千円 
Ⅰ 流 動 資 産        
1 現金・預金   247,640   273,008 
2 前払費用   20,428   13,388 
3 未収委託者報酬   255,503   203,230 
4 未収運用受託報酬   2,775   2,478 
5 未収投資助言報酬   10,261   4,170 
6 未収収益   18,245   1,475 
7 金銭の信託   1,000   1,000 
8 未収還付法人税   38,065   649 
9 その他   9,050   12,650 

    流 動 資 産 合 計   602,970   512,052 
           
Ⅱ 固 定 資 産        
1 有形固定資産   87,414   76,130 

  （1）建物         *1 55,738   51,845  
  （2）器具備品       *1 31,676   24,284  
2 無形固定資産   13,302   9,947 

  （1）ソフトウェア 13,302   9,947  
3 投資その他の資産   177,647   84,114 

  （1）投資有価証券 129,503   37,000  
  （2）出資金 173   173  
  （3）長期差入保証金 46,855   46,855  
  （4）その他 1,116   85  
    固 定 資 産 合 計   278,365   170,192 

資 産 合 計   881,336   682,244 

（負債の部）        
Ⅰ 流 動 負 債        

1 預り金   11,681   10,802 

2 未払金   96,161   91,877 

  （1）未払手数料 81,124   69,392  

  （2）その他未払金 15,037   22,484  

3 関係会社未払金   12,432   7,180

4 未払費用   89,996   89,023

5 未払法人税等    1,624    2,290

6 未払消費税等   -   5,104

7 賞与引当金    24,499    28,906

8 前受金   -   134

    流 動 負 債 合 計   236,396   235,318

           
Ⅱ 固 定 負 債        
1 繰延税金負債   7,513   8,723

2 資産除去債務   23,648   23,672

3 その他   2,371   2,371

    固 定 負 債 合 計   33,534   34,767

負 債 合 計   269,930   270,086

（純資産の部）        
Ⅰ 株 主 資 本        
1 資本金   95,000   95,000

2 資本剰余金        
  （1）資本準備金 253,212   253,212  
  （2）その他資本剰余金 57,136   57,136  
    資本剰余金計   310,348   310,348

3 利益剰余金        
  （1）その他利益剰余金        
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     繰越利益剰余金 208,557   4,528  
    利益剰余金計   208,557   4,528 

    株 主 資 本 合 計   613,906   409,876 
Ⅱ 評価・換算差額等        
  （1）その他有価証券評価差額金 △2,500   2,281  
    評価・換算差額等合計   △2,500   2,281 

純 資 産 合 計   611,405   412,157 

負 債 ・ 純 資 産 合 計   881,336   682,244 
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（２）【損益計算書】

区分 

前事業年度 当事業年度 
（自 2019年４月１日 

   至 2020年３月31日） 
（自 2020年４月１日 
至 2021年３月31日） 

金 額 金 額 

    千円 千円 千円 千円 
Ⅰ 営業収益        
1 委託者報酬   1,539,414   1,215,887 
2 運用受託報酬   22,553   32,517 
3 投資助言報酬   39,914   46,635 
4 その他営業収益   18,097   3,342 

      営業収益計   1,619,979   1,298,384 
           
Ⅱ 営業費用        
1 支払手数料   385,097   304,023 
2 広告宣伝費   40,103   46,998 
3 調査費   494,000   436,010 

  （1）調査費 44,236   45,223  
  （2）委託調査費 449,763   390,786  
4 委託計算費   87,729   90,493 
5 振替投信費   5,553   4,875 
6 営業雑経費   13,691   14,958 

  （1）通信費 6,492   8,842  
  （2）印刷費 2,334   1,781  
  （3）諸会費 2,966   2,786  
  （4）その他 1,898   1,548  
      営業費用計   1,026,176   897,360 
           
Ⅲ 一般管理費        
1 給与   347,416   403,208 

  （1）役員報酬 50,188   44,986  
  （2）給与・手当 270,395   313,841  
  （3）賞与引当金繰入額 24,499   28,906  
  （4）賞与 -   4,663  
  （5）その他報酬給料 2,331   10,809  

2 事務委託費   86,815   45,672 
3 交際費   869   311 
4 旅費交通費   13,852   1,955 
5 租税公課   908   2,395 
6 不動産賃借料   45,683   44,355 
7 退職給付費用   4,455   5,608 
8 福利厚生費   45,160   54,644 
9 固定資産減価償却費   10,526   19,210 
10 諸経費   20,070   20,264 

      一般管理費計   575,758   597,627 

営業利益又は営業損失（△）   18,044   △196,603 

Ⅳ 営業外収益        
1 受取配当金   491   170 
2 投資有価証券償還益   1,036   - 
3 投資有価証券評価益   -   103 
4 為替差益   -   1 
5 その他   191   818 

  営業外収益計   1,719   1,093 
Ⅴ 営業外費用        
1 為替差損   2   - 
2 投資有価証券償還損   -   6,602 
3 投資有価証券評価損   394   - 
4 その他   -   16 

  営業外費用計   397   6,618 
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経常利益又は経常損失（△）   19,365   △202,128 

Ⅵ 特別損失        
1 固定資産除却損       *1   3,306   612 
2 移転費用   13,346   - 

特別損失計   16,652   612 

税引前当期純利益又は税引前当

期純損失（△） 
  2,713   △202,741 

Ⅶ 法人税等        
1 法人税、住民税及び事業税 2,140   1,285  
2 法人税等調整額 26,509   3  

法人税等合計   28,649   1,288 

当期純損失（△）   △25,936   △204,029 
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（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

（単位：千円） 

  株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 

資 本 準 備

金 

そ の 他 資

本剰余金 

資 本 剰 余

金合計 

そ の 他 利

益剰余金 

利 益 剰 余

金合計 

 繰 越 利 益

剰余金 

当期首残高 95,000 253,212 57,136 310,348 368,785 368,785 

当期変動額            

 剰余金の配当         △134,291 △134,291 

 当期純損失         △25,936 △25,936 

株主資本以外の項目の当期変動

額（純額） 

           

当期変動額合計 - - - - △160,227 △160,227 

当期末残高 95,000 253,212 57,136 310,348 208,557 208,557 

 

 

  株主資本 評価・換算差額等 純資産合計 

株主資本 

合計 

そ の 他 有

価 証 券 評

価差額金 

 

 

評 価 ・ 換

算 差 額 等

合計 

当期首残高 774,133 468 468 774,601 

当期変動額        

 剰余金の配当 △134,291     △134,291 

 当期純損失 △25,936     △25,936 

株主資本以外の項目の当期変動

額（純額） 

 
△2,968 △2,968 △2,968 

当期変動額合計 △160,227 △2,968 △2,968 △163,196 

当期末残高 613,906 △2,500 △2,500 611,405 
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当事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

（単位：千円） 

  株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 

資 本 準 備

金 

そ の 他 資

本剰余金 

資 本 剰 余

金合計 

そ の 他 利

益剰余金 

利 益 剰 余

金合計 

 繰 越 利 益

剰余金 

当期首残高 95,000 253,212 57,136 310,348 208,557 208,557 

当期変動額            

 剰余金の配当         - - 

 当期純損失         △204,029 △204,029 

株主資本以外の項目の当期変動

額（純額） 

           

当期変動額合計 - - - - △204,029 △204,029 

当期末残高 95,000 253,212 57,136 310,348 4,528 4,528 

 

 

  株主資本 評価・換算差額等 純資産合計 

株主資本 

合計 

そ の 他 有

価 証 券 評

価差額金 

 

 

評 価 ・ 換

算 差 額 等

合計 

当期首残高 613,906 △2,500 △2,500 611,405 

当期変動額        

 剰余金の配当 -     - 

 当期純損失 △204,029     △204,029 

株主資本以外の項目の当期変動

額（純額） 

 
4,781 4,781 4,781 

当期変動額合計 △204,029 4,781 4,781 △199,247 

当期末残高 409,876 2,281 2,281 412,157 
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注記事項 

（重要な会計方針） 
1 有価証券の評価基準及び評価方法 その他有価証券 
   時価のあるもの 

 
  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており

ます。 
   時価のないもの 
  移動平均法による原価法を採用しております。 

2 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 
   定率法によっております。 

 
 ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定

額法を採用しております。 
   なお、主な耐用年数は、建物3～15年、器具備品3～15年です。 
  (2) 無形固定資産 

 
 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5

年）に基づく定額法によっております。 

3 引当金の計上基準 賞与引当金 

 
従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当

事業年度の負担額を計上しております。 

4 消費税等の会計処理方法 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

（重要な会計上の見積り） 

 固定資産に係る評価 

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額 

建物       51,845千円 

器具備品     24,284千円 

ソフトウェア   9,947千円 

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

当社は、アセット・マネジメント事業の単一事業を営んでおり、当社の取締役会で承認した事業計

画に基づき固定資産の減損の兆候の有無を判断した結果、当事業年度において減損の兆候は識別して

おりません。 

事業計画は、今後の当社の事業構想をベースとする将来の運用資産の伸びに対し、一定の仮定を置

いて策定しております。事業計画に含まれる仮定には一定の不確実性が残るため、計画進捗において

大幅な遅れが発生する等、資産グループの収益性の低下が確認された場合には、翌事業年度におい

て、減損損失を認識する可能性があります。 

 

 

（未適用の会計基準等） 

(1) 収益認識に関する会計基準等 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日） 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日） 

① 概要 

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識され

ます。 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。 

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。 

② 適用予定日 

2022年３月期の期首より適用予定であります。 
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③ 当該会計基準等の適用による影響 

当該会計基準等の適用による財務諸表に与える影響はない見込みであります。 

 

(2) 時価の算定に関する会計基準等 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日） 

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日） 

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日） 

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日） 

① 概要 

国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会計基準」及

び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（以下、「時価算定会計基準等」という。）が開発

され、時価の算定方法に関するガイダンス等が定められました。時価算定会計基準等は次の項目の

時価に適用されます。 

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品 

② 適用予定日 

2022年３月期の期首より適用予定であります。 

③ 当該会計基準等の適用による影響 

当該会計基準等の適用による財務諸表に与える影響はない見込みであります。 

 

 

（表示方法の変更） 

（貸借対照表関係） 

前事業年度において、「流動資産」の「未収運用受託報酬」に含めていた「未収投資助言報酬」

は、財務諸表利用者への有用な情報提供に資すると判断したため、当事業年度より区分掲記すること

としております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行ってお

ります。 

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「未収運用受託報酬」に表示してい

た13,036千円は、「未収運用受託報酬」2,775千円、「未収投資助言報酬」10,261千円として組み替え

ております。 

 

（損益計算書関係） 

前事業年度において、「営業収益」の「運用受託報酬」に含めていた「投資助言報酬」は、財務諸

表利用者への有用な情報提供に資すると判断したため、当事業年度より区分掲記することとしており

ます。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業収益」の「運用受託報酬」に表示していた

62,467千円は、「運用受託報酬」22,553千円、「投資助言報酬」39,914千円として組み替えておりま

す。 

 

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年

度の年度末に係る財務諸表から適用し、財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載してお

ります。 

ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、

前事業年度に係る内容については記載しておりません。 

 

 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 当事業年度 
（2020年３月31日現在） （2021年３月31日現在） 

*1 有形固定資産の減価償却累計額は、16,513千円で

あります。 
*1 有形固定資産の減価償却累計額は、31,705千円であ

ります。 
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（損益計算書関係） 
前事業年度 当事業年度 

（自 2019年４月１日 （自 2020年４月１日 
        至 2020年３月31日）         至 2021年３月31日） 

*1固定資産除却損の内訳 
 建物  2,883千円 
 器具備品 422千円 

*1固定資産除却損の内訳 
 ソフトウェア 612千円 
 

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 71,129 - - 71,129 

合計 71,129 - - 71,129 

 

２．配当金に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

(百万円) 

1株当たり配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

2019年6月20日 

定例株主総会 
普通株式 134 1,888 2019年３月31日 2019年６月20日 

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 71,129 - - 71,129 

合計 71,129 - - 71,129 

 

２．配当金に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

 

 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、短期的な運転資金確保の観点から、資金運用については短期的な預金等に限定しておりま

す。前事業年度及び当事業年度において金融機関からの借入及び社債発行等による資金の調達はあり

ません。 
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(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である未収委託者報酬、未収運用受託報酬及び未収投資助言報酬は、投資運用業及び投資

助言業等からの債権であり、信用リスクに晒されておりますが、会社で定められた手続に従い管理し

ておりますので投資運用業者等の性格上そのリスクは軽微であると考えております。 

営業債務である未払金、未払手数料、未払費用は、投資運用業及び投資助言業等の債務であり、会

社で定められた手続に従い管理しております。 

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注）２を参照ください。） 

 

前事業年度（2020年３月31日現在） 

    貸借対照表計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

（1） 現金・預金 247,640 247,640 - 

（2） 未収委託者報酬 255,503 255,503 - 

（3） 未収運用受託報酬 2,775 2,775 - 

（4） 未収投資助言報酬 10,261 10,261 - 

（5） 未収還付法人税等 38,065 38,065 - 

（6） 投資有価証券 129,476 129,476 - 

（7） 長期差入保証金 46,855 45,021 △1,833 

資産計 730,578 728,745 △1,833 

（1） 未払手数料 81,124 81,124 - 

（2） その他未払金 15,037 15,037 - 

（3） 関係会社未払金 12,432 12,432 - 

（4） 未払費用 89,996 89,996 - 

（5） 未払法人税等 1,624 1,624 - 

負債計 200,214 200,214 - 
 

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項は、次のとおりであります。 

資産 

（1）現金・預金、（2）未収委託者報酬、（3）未収運用受託報酬、（4）未収投資助言報酬、(5)未収還付法人税

等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 

（6）投資有価証券 

これらは投資信託であり、時価は基準価額によっております。 

（7）長期差入保証金 

長期差入保証金の時価は、返還時期を見積ったうえ、将来キャッシュフローを国債の利回りで割り引いた現在

価値により算定しております。 

負債 

（1）未払手数料、（2）その他未払金、（3）関係会社未払金、（4）未払費用、（5）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 
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当事業年度（2021年３月31日現在） 

    貸借対照表計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

（1） 現金・預金 273,008 273,008 - 

（2） 未収委託者報酬 203,230 203,230 - 

（3） 未収運用受託報酬 2,478 2,478 - 

（4） 未収投資助言報酬 4,170 4,170 - 

（5） 未収還付法人税等 649 649 - 

（6） 投資有価証券 36,964 36,964 - 

（7） 長期差入保証金 46,855 45,324 △1,530 

資産計 567,357 565,827 △1,530 

（1） 未払手数料 69,392 69,392 - 

（2） その他未払金 22,484 22,484 - 

（3） 関係会社未払金 7,180 7,180 - 

（4） 未払費用 89,023 89,023 - 

（5） 未払法人税等 2,290 2,290 - 

負債計 190,370 190,370 - 

 
（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項は、次のとおりであります。 
資産 
（1）現金・預金、（2）未収委託者報酬、（3）未収運用受託報酬、（4）未収投資助言報酬、(5)未収還付法人税

等 
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 
（6）投資有価証券 

これらは投資信託であり、時価は基準価額によっております。 
（7）長期差入保証金 

長期差入保証金の時価は、返還時期を見積ったうえ、将来キャッシュフローを国債の利回りで割り引いた現在

価値により算定しております。 
負債 
（1）未払手数料、（2）その他未払金、（3）関係会社未払金、（4）未払費用、（5）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 
 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
（単位：千円） 

  前事業年度 当事業年度 
（2020年３月31日現在） （2021年３月31日現在） 

匿名組合出資金(注1) 26 35 

出資金(注1) 173 173 

(注1)上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから上表には含め

ておりません。 
 

（注）３．金銭債権の決算日後の償還予定額 
前事業年度（2020年３月31日現在） 

  1年以内 
（千円） 

1年超5年以内 
（千円） 

5年超 
（千円） 

現金・預金 247,640 - - 

未収委託者報酬 255,503 - - 

未収運用受託報酬 2,775 - - 

未収投資助言報酬 10,261 - - 

未収還付法人税等 38,065 - - 

長期差入保証金 - - 46,855 
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当事業年度（2021年３月31日現在） 

  1年以内 
（千円） 

1年超5年以内 
（千円） 

5年超 
（千円） 

現金・預金 273,008 - - 

未収委託者報酬 203,230 - - 

未収運用受託報酬 2,478 - - 

未収投資助言報酬 4,170 - - 

未収還付法人税等 649 - - 

長期差入保証金 - - 46,855 

 
（注）４．金銭債務の決算日後の返済予定額 
前事業年度（2020年３月31日現在） 

  1年以内 
（千円） 

1年超5年以内 
（千円） 

5年超 
（千円） 

未払手数料 81,124 - - 

その他未払金 15,037 - - 

関係会社未払金 12,432 - - 

未払費用 89,996 - - 

未払法人税等 1,624 - - 

 
当事業年度（2021年３月31日現在） 

  1年以内 
（千円） 

1年超5年以内 
（千円） 

5年超 
（千円） 

未払手数料 69,392 - - 

その他未払金 22,484 - - 

関係会社未払金 7,180 - - 

未払費用 89,023 - - 

未払法人税等 2,290 - - 

 

 

（有価証券関係） 

１．その他有価証券 

前事業年度（2020年３月31日現在） 

                                    （単位：千円） 

区分 
貸借対照表日における

貸借対照表計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
18,471 15,000 3,471 

小計 18,471 15,000 3,471 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
111,004 116,977 △5,972 

小計 111,004 116,977 △5,972 

合計 129,476 131,977 △2,500 

（注）1．取得原価の内訳 
 投資信託受益証券         131,977千円 

 
（注）2．前事業年度において、投資信託受益証券について503千円の減損処理を行っております。 

減損処理にあたっては時価が取得原価に比べ50%程度以上下落しているものについては、合理的な反証が

無い限り、時価が取得原価まで回復する見込みの無い著しい下落とみなし、減損処理を行っておりま

す。 
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当事業年度（2021年３月31日現在） 

                                       （単位：千円） 

区分 
貸借対照表日における

貸借対照表計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
29,335 25,500 3,835 

小計 29,335 25,500 3,835 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
7,629 7,977 △347 

小計 7,629 7,977 △347 

合計 36,964 33,477 3,487 

（注）1．取得原価の内訳 
 投資信託受益証券         33,477千円 

 

２．償還したその他有価証券 

前事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

（単位：千円） 

種類 償還額 償還益の合計額 償還損の合計額 

投資信託受益証券 7,536 1,479 443 

合計 7,536 1,479 443 
 
  

当事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 
                                  （単位：千円） 

種類 償還額 償還益の合計額 償還損の合計額 

投資信託受益証券 104,897 2,997 9,599 

合計 104,897 2,997 9,599 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

 

 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社では、確定拠出年金制度を採用しております。 

２．確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）4,455

千円、当事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）5,608千円であります。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：千円） 

 
前事業年度 

（2020年３月31日） 
当事業年度 

（2021年３月31日） 

(繰延税金資産)    

賞与引当金 8,474 9,998 

未払法定福利費 1,329 1,418 

未払退職金 820 820 

投資有価証券評価損 353 353 

繰越欠損金 10,919 75,570 

資産除去債務 8,180 8,188 

繰延資産償却費 1,024 899 

その他 115 90 

    繰延税金資産小計 31,218 97,339 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引

当額(注2) 
△10,919 △75,570 

将来減算一時差異等の合計に係る評

価性引当額 
△16,288 △21,768 

  評価性引当額 小計（注1） △27,207 △97,339 

  繰延税金資産合計 4,010 - 

(繰延税金負債)    
資産除去債務に対応する除去費用 △8,041 △7,496 

未収還付事業税 △3,464 - 

その他有価証券評価差額金 - △1,206 

その他 △17 △20 

繰延税金負債合計 △11,523 △8,723 

繰延税金資産（△負債）の純額 △7,513 △8,723 

（注1）評価性引当額が70,132千円増加しております。この増加の主な要因は、繰越欠損金に係る将来減算一時

差異の増加64,651千円であります。 
 

（注2）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰延期限別の金額 
 
前事業年度（2020年３月31日） 

（単位：千円） 

  1年以内 
1年超 

 2年以内 
2年超 

 3年以内 
3年超 

 4年以内 
4年超 

 5年以内 
5年超 合計 

税務上の繰越
欠損金(※1) 

- - - - - 10,919 10,919

評価性引当額 - - - - - △10,919 △10,919

繰延税金資産 - - - - - - -

（※1） 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 
 

当事業年度（2021年３月31日） 
（単位：千円）

  1年以内 
1年超 

 2年以内 
2年超 

 3年以内 
3年超 

 4年以内 
4年超 

 5年以内 
5年超 合計 

税務上の繰越
欠損金(※1) 

- - - - - 75,570 75,570

評価性引当額 - - - - - △75,570 △75,570

繰延税金資産 - - - - - - -

（※1） 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
前事業年度 

（2020年３月31日） 
当事業年度 

（2021年３月31日） 

法定実効税率 34.59 ％ 34.59 ％ 

（調整）       

住民税均等割額 77.36 ％ △0.63 ％ 

評価性引当額の増減額 943.94 ％ △34.59 ％ 

その他 0.01 ％ 0.00 ％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1055.91 ％ △0.64 ％ 

 
 
（資産除去債務関係） 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

１．当該資産除去債務の概要 

不動産賃借契約に基づく本社オフィスの退去時における原状回復費 

 

２．当該資産除去債務の金額の算定法 

使用見込期間を主として取得から15年と見積り、使用見込期間に対応した割引率として国債の利回り

を使用して資産除去債務金額を計算しております。 

 

３．当該資産除去債務の総額の増減 

  前事業年度 当事業年度 
  （2020年３月31日現在） （2021年３月31日現在） 

期首残高 -千円 23,648千円 
有形固定資産の取得に伴う増加額 23,642千円 -千円 
時の経過による調整額 5千円 23千円 
その他増減額 -千円 -千円 

期末残高 23,648千円 23,672千円 

 

 

（セグメント情報等） 

（セグメント情報） 

当社は、アセット・マネジメント事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（関連情報） 

前事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

当社の製品・サービス区分は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、製品・サービス

ごとの営業収益の記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(1)営業収益 

                                 （単位：千円） 

日本 ケイマン諸島 その他 合計 

1,588,504 11,709 19,765 1,619,979 

（注）営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しております。 

 

(2)有形固定資産 

当社は、本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 
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３．主要な顧客ごとの情報 

委託者報酬については、一部営業収益の10％以上を占める投資信託があるものの、公募投資信託であ

り、委託者報酬を最終的に負担する受益者は不特定多数のため、記載を省略しております。 

運用受託報酬・投資助言報酬・その他営業収益については、営業収益の10％以上を占める単一の外部

顧客がないため、記載を省略しております。 

 

当事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

当社の製品・サービス区分は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、製品・サービス

ごとの営業収益の記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(1)営業収益 

                                 （単位：千円） 

日本 ケイマン諸島 その他 合計 

1,271,460 9,954 16,969 1,298,384 

（注）営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しております。 

 

(2)有形固定資産 

当社は、本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

委託者報酬については、一部営業収益の10％以上を占める投資信託があるものの、委託者報酬を最終

的に負担する受益者は制度上把握していないため、記載を省略しております。 

運用受託報酬・投資助言報酬・その他営業収益については、営業収益の10％以上を占める単一の外部

顧客がないため、記載を省略しております。 

 

 

（関連当事者情報） 

１．関連当事者との取引 

(1)財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主（会社等に限る。）等 

 

前事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

種類 
会社等の 

名称 
所在地 

資本金 
（百万円） 

事業の内容 
議決権等の所

有（被所有）

割合（％） 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高

（千円） 

その他の

関係会社 
アストマックス

株式会社 
東京都 
品川区 

2,013 持株会社 
（被所有） 

直接 
49.9 

役員の兼務、 
業務委託 

業務委託料 
   （注１) 

62,790 - -

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注1）業務委託料については、委託業務の内容を勘案し、両社協議の上決定しております。 

 

当事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

種類 
会社等の 

名称 
所在地 

資本金 
（百万円） 

事業の内容 
議決権等の所

有（被所有）

割合（％） 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高

（千円） 

その他の

関係会社 
アストマックス

株式会社 
東京都 
品川区 

2,013 持株会社 
（被所有） 

直接 
49.9 

役員の兼務、 
業務委託 

業務委託料 
    (注１) 

13,000 - -

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注1）業務委託料については、委託業務の内容を勘案し、両社協議の上決定しております。 
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(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

該当事項はありません。 

 

(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等 

 

前事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

種類 
会社等の 

名称 
所在地 

資本金 
（百万円） 

事業の内容 
議決権等の所

有（被所有）

割合（％） 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

財務諸表作成

会社と同一の

親会社をもつ

会社 

株式会社 

Magne-Max 

Capital 

Management 

大阪府 
大阪市 

95 投資助言業 - 
役員の兼務、 

投資顧問契約の

締結 

投資顧問料 
  (注１) 

114,595 未払費用 28,785

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1）投資顧問料については、投資顧問契約の内容を勘案し、両社協議の上決定しております。 

 

当事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

種類 
会社等の 

名称 
所在地 

資本金 
（百万円） 

事業の内容 
議決権等の所

有（被所有）

割合（％） 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

財務諸表作成

会社と同一の

親会社をもつ

会社 

株式会社 

Magne-Max 

Capital 

Management 

大阪府 
大阪市 

95 投資助言業 - 
役員の兼務、 

投資顧問契約の

締結 

投資顧問料 
  (注１) 

79,411 未払費用 33,993

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1）投資顧問料については、投資顧問契約の内容を勘案し、両社協議の上決定しております。 

 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

ソフトバンクグループ株式会社（東京証券取引所に上場） 

ソフトバンクグループジャパン株式会社（非上場） 

ソフトバンク株式会社(東京証券取引所に上場) 

Aホールディングス株式会社(非上場) 

Zホールディングス株式会社（東京証券取引所に上場） 

Zホールディングス中間株式会社(非上場) 

ヤフー株式会社（非上場）（注） 

（注）Zホールディングスグループの組織再編に伴い、2021年4月1日に当社の株式がヤフー株式会社からZフィナン

シャル株式会社へ異動したため、直接の親会社につきましては、Zフィナンシャル株式会社に変更しておりま

す。 

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

  前事業年度 当事業年度 
  （自 2019年４月１日 （自 2020年４月１日 
    至 2020年３月31日）   至 2021年３月31日） 

1株当たり純資産額 8,595円73銭 5,794円51銭 

1株当たり当期純損失金額（△） △364円64銭 △2,868円44銭 

潜在株式調整後1株当たり当期純利

益金額 

 
－ 
 

－ 

 

潜在株式調整後1株当たり当

期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

潜在株式調整後1株当たり当

期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

 

 (注1)１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  前事業年度 当事業年度 
  （2020年３月31日現在） （2021年３月31日現在） 

純資産の部の合計額 611,405千円 412,157千円 

普通株式に係る期末の純資産額 611,405千円 412,157千円 

普通株式の発行済株式数 71,129株 71,129株 

1株当たり純資産額の算定に用いら

れた期末の普通株式の数 
71,129株 71,129株 

 

(注2)１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  前事業年度 当事業年度 
  （自 2019年４月１日 （自 2020年４月１日 
     至 2020年３月31日）    至 2021年３月31日） 

当期純損失金額（△） △25,936千円 △204,029千円 

普通株式に係る当期純損失金額

（△） 
△25,936千円 △204,029千円 

普通株式の期中平均株式数 71,129株 71,129株 

 

 

（重要な後発事象） 

（多額な資金の借入） 

１．当社は、2021年5月31日開催の臨時取締役会決議に基づき、運転資金の効率的な調達を行うため、

以下のとおり極度貸付契約を締結いたしました。 

 

２．極度貸付契約締結の概要 

 

（１）契約締結先 Zホールディングス株式会社 アストマックス株式会社 

（２）極度額 300,000千円 100,000千円 

（３）借入金利 短期プライムレート＋0.1% 短期プライムレート＋0.1% 

（４）契約日 2021年５月31日 2021年５月31日 

（５）契約期間 2021年５月31日から２年間 2021年５月31日から２年間 

（６）担保状況 無し 無し 

（７）資金使途 運転資金 運転資金 
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４【利害関係人との取引制限】

委託会社は、「金融商品取引法」の定めるところにより、利害関係人との取引について、次に掲げ

る行為が禁止されています。 

(1) 自己又はその取締役若しくは執行役との間における取引を行なうことを内容とした運用を行なう

こと（投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させる

おそれがないものとして内閣府令で定めるものを除きます。）。 

(2) 運用財産相互間において取引を行なうことを内容とした運用を行なうこと（投資者の保護に欠

け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして

内閣府令で定めるものを除きます。）。 

(3) 通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、委託会社の親

法人等（委託会社の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品取引業者

と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます。以下同

じ。）又は子法人等（委託会社が総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融

商品取引業者と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいい

ます。以下同じ。）と有価証券の売買その他の取引又は店頭デリバティブ取引を行なうこと。 

(4) 委託会社の親法人等又は子法人等の利益を図るため、その行なう投資運用業に関して運用の方

針、運用財産の額若しくは市場の状況に照らして不必要な取引を行なうことを内容とした運用を行

なうこと。 

(5) 上記(3)(4)に掲げるもののほか、委託会社の親法人等又は子法人等が関与する行為であって、投

資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれの

あるものとして内閣府令で定める行為。 

５【その他】

(1) 定款の変更、事業譲渡又は事業譲受、出資の状況その他の重要事項

委託会社は、定款について令和３年３月８日付で下記の通り変更を行ないました。委託会社の定

款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

・商号の変更を行うための変更

出資の状況について、令和３年４月１日付でZフィナンシャル株式会社が委託会社の議決権の数

の割合の50.1％（議決権の数は35,635）を保有することとなりました。 

(2) 訴訟事件その他の重要事項

該当事項はありません。
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PayPayアセットマネジメント株式会社



 

運用の基本方針 

 

約款第19条に基づき委託者の定める方針は、次のものとします。 

 

１．基本方針  

この投資信託は、配当等収益の確保と信託財産の成長を図ることを目的として運用を行ない

ます。 

 

２．運用方法 

（１）投資対象 

主として、ソフトバンクグループの企業※が発行する債券（劣後債を含みます。以下、同

じ。）に投資を行ないます。 

※ソフトバンクグループの企業とは、ソフトバンクグループ株式会社ならびに同社の国内

外の連結子会社および持分法適用関連会社をいいます。 

（２）投資態度 

①主として、ソフトバンクグループの企業が発行する債券に投資を行ないます。債券への

投資にあたっては、発行体の信用状況、当該債券の残存年限や利回り水準等を考慮し、

銘柄選定を行なうことを基本とします。 

②債券の組入比率は、原則として高位を維持することを基本とします。 

③市場動向、資金動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。 

（３）投資制限 

①債券への投資割合には、制限を設けません。 

②投資信託証券（上場投資信託証券を除きます。）への投資割合は、信託財産の純資産総

額の５％以下とします。 

③一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券

等エクスポージャー及びデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対

する比率は、原則として合計で35％以内とすることとし、当該比率を超えることとなっ

た場合には、同規則に従い当該比率以内となるよう調整を行なうこととします。ただし、

ソフトバンクグループ株式会社が発行する債券等への投資割合には制限を設けません。 

④デリバティブ取引等については、一般社団法人投資信託協会の規則に定める合理的な方

法により算出した額が信託財産の純資産総額を超えないこととします。 

⑤外貨建資産への投資は、行ないません。 

 

３．収益分配方針 

①毎決算期に収益の分配を行なう方針です。ただし、基準価額の水準や市場動向等を勘案

して収益の分配を行なわない場合もあります。 

②分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等とします。 

③信託財産に留保した収益の運用については、特に制限を設けず、「基本方針」および

「運用方法」に基づき元本と同一の運用を行ないます。 



 

追加型証券投資信託 

ソフトバンクグループ&日本企業厳選債券ファンド2021-12 

信託約款 

 

（信託の種類、委託者および受託者、信託事務の委託） 

第１条 この信託は、証券投資信託であり、PayPayアセットマネジメント株式会社を委託者と

し、みずほ信託銀行株式会社を受託者とします。 

② この信託は、信託法（平成18年法律第108号）（以下、「信託法」といいます。）の

適用を受けます。 

③ 受託者は、信託法第28条第１号に基づく信託事務の委託として、信託事務の処理の一

部について、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第１条第１項の規定による信託

業務の兼営の認可を受けた一の金融機関（受託者の利害関係人（金融機関の信託業務の

兼営等に関する法律第２条第１項にて準用する信託業法第29条第２項第１号に規定する

利害関係人をいいます。以下、本条、第18条第１項、同条第２項および第28条において

同じ。）を含みます。）と信託契約を締結し、これを委託することができます。 

④ 前項における利害関係人に対する業務の委託については、受益者の保護に支障を生じ

ることがない場合に行なうものとします。 

（信託の目的および金額） 

第２条 委託者は、金500億円を上限として、受益者のために利殖の目的をもって信託し、受

託者はこれを引き受けます。 

（信託金の限度額） 

第３条 委託者は、受託者と合意のうえ、金500億円を限度として信託金を追加することがで

きます。 

② 委託者は、受託者と合意のうえ、第１項の限度額を変更することができます。 

（信託期間） 

第４条 この信託の期間は、信託契約の日から2026年10月28日までとします。 

（受益権の取得申込の勧誘の種類） 

第５条 この信託に係る受益権の取得申込の勧誘は、金融商品取引法第２条第３項第１号に掲

げる場合に該当し、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第８項で定める公募によ

り行なわれます。 

（受益権の取得申込の勧誘の取扱者） 

第６条 委託者は、その指定する販売会社（委託者の指定する金融商品取引法第28条第１項に

規定する第一種金融商品取引業を行なう者および金融商品取引法第２条第11項に規定す

る登録金融機関をいいます。）（以下、総称して「指定販売会社」といいます。）に、

第８条の規定により分割される受益権の取得申込みの勧誘を取扱わせます。 

（当初の受益者） 

第７条 この信託契約締結当初および追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益権取得

申込者とし、第８条の規定により分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取

得申込者に帰属します。 

（受益権の分割および再分割） 

第８条 委託者は、第２条の規定による受益権については500億口を上限として、追加信託に

よって生じた受益権については、これを追加信託のつど第９条第１項の追加口数に、そ



 

れぞれ均等に分割します。 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の振替に関する法律（以下、「社振

法」といいます。）に定めるところに従い、一定日現在の受益権を均等に再分割できる

ものとします。 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第９条 追加信託金は、追加信託を行なう日の前営業日の基準価額に、当該追加信託に係る受

益権の口数を乗じた額とします。 

② この約款において基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を

除きます。）を法令および一般社団法人投資信託協会規則に従って時価または一部償却

原価法により評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下、

「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益権口数で除した金額をいいます。 

（信託日時の異なる受益権の内容） 

第10条 この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありませ

ん。 

（受益権の帰属と受益証券の不発行） 

第11条 この信託のすべての受益権は、社振法の規定の適用を受け、受益権の帰属は、委託者

があらかじめこの信託の受益権を取り扱うことについて同意した一の振替機関（社振法

第２条に規定する「振替機関」をいい、以下、「振替機関」といいます。）および当該

振替機関の下位の口座管理機関（社振法第２条に規定する「口座管理機関」をいい、振

替機関を含め、以下、「振替機関等」といいます。）の振替口座簿に記載または記録さ

れることにより定まります（以下、振替口座簿に記載または記録されることにより定ま

る受益権を「振替受益権」といいます。）。 

② 委託者は、この信託の受益権を取り扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指

定を取り消された場合または当該指定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振

替業を承継する者が存在しない場合その他やむを得ない事情がある場合を除き、振替受

益権を表示する受益証券を発行しません。なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情

等により受益証券を発行する場合を除き、無記名式受益証券から記名式受益証券への変

更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求、受益証券の再発行の

請求を行なわないものとします。 

③ 委託者は、第８条の規定により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿

への新たな記載または記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行なう

ものとします。振替機関等は、委託者から振替機関への通知があった場合、社振法の規

定に従い、その備える振替口座簿への新たな記載または記録を行ないます。 

（受益権の設定に係る受託者の通知） 

第12条 受託者は、信託契約締結日に生じた受益権については信託契約締結時に、追加信託に

より生じた受益権については追加信託のつど、振替機関の定める方法により、振替機関

へ当該受益権に係る信託を設定した旨の通知を行ないます。 

（受益権の申込単位および価額） 

第13条 指定販売会社は、第８条第１項の規定により分割される受益権の取得申込者に対し、

2022年１月７日までにおいて、最低単位を１円単位または１口単位として指定販売会社

が定める単位をもって取得の申込に応じることができます。ただし、指定販売会社と別

に定める自動けいぞく投資約款に従い自動けいぞく投資契約を結んだ取得申込者に限り、



 

１口の整数倍をもって取得の申込に応じることができるものとします。 

② 前項の取得申込者は指定販売会社に、取得申込と同時にまたはあらかじめ、自己のた

めに開設されたこの信託の受益権の振替を行なうための振替機関等の口座を示すものと

し、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行なわれます。な

お、指定販売会社は、当該取得申込の代金（第３項の受益権の価額に当該取得申込の口

数を乗じて得た額をいいます。）の支払いと引き換えに、当該口座に当該取得申込者に

係る口数の増加の記載または記録を行なうことができます。 

③ 第１項の受益権の価額は、取得申込受付日の基準価額に、指定販売会社が別に定める

手数料ならびに当該手数料に係る消費税および地方消費税（以下、「消費税等」といい

ます。）に相当する金額を加算した価額とします。ただし、この信託契約締結日前の取

得申込に係る受益権の価額は、１口につき１円に、指定販売会社が別に定める手数料お

よび当該手数料に係る消費税等に相当する金額を加算した価額とします。 

④ 前項の規定にかかわらず、受益者が自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再

投資する場合の受益権の価額は、原則として、第36条に規定する各計算期間終了日の基

準価額とします。 

⑤ 前各項の規定にかかわらず、委託者は、金融商品取引所（金融商品取引法第２条第16

項に規定する金融商品取引所および金融商品取引法第２条第８項第３号ロに規定する外

国金融商品市場をいいます。以下、同じ。）等における取引の停止その他やむを得ない

事情があるときは、受益権の取得申込の受付を中止することができます。 

（受益権の譲渡に係る記載または記録） 

第14条 受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする

受益権が記載または記録されている振替口座簿に係る振替機関等に振替の申請をするも

のとします。 

② 前項の申請のある場合には、前項の振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する

受益権の口数の減少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振

替口座簿に記載または記録するものとします。ただし、前項の振替機関等が振替先口座

を開設したものでない場合には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該

他の振替機関等の上位機関を含みます。）に社振法の規定に従い、譲受人の振替先口座

に受益権の口数の増加の記載または記録が行なわれるよう通知するものとします。 

③ 委託者は、第１項に規定する振替について、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が

記載または記録されている振替口座簿に係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設し

た振替機関等が異なる場合等において、委託者が必要と認めるときまたはやむを得ない

事情があると判断したときは、振替停止日や振替停止期間を設けることができます。 

（受益権の譲渡の対抗要件） 

第15条 受益権の譲渡は、前条の規定による振替口座簿への記載または記録によらなければ、

委託者および受託者に対抗することができません。 

（投資の対象とする資産の種類） 

第16条 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項に掲げるも

のをいいます。以下、同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第20項に規定するものをい



 

い、第23条、第24条および第25条に定めるものに限ります。） 

ハ．約束手形(金融商品取引法第２条第１項第15号に掲げるものを除きます。以下、

同じ。) 

ニ．金銭債権 

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．為替手形 

（有価証券および金融商品の指図範囲等） 

第17条 委託者は、信託金を、主として次の有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定に

より有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）に投資することを指図

することができます。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下、

「分離型新株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．特定目的会社に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるもの

をいいます。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１

項第６号で定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定め

るものをいいます。） 

９．特定目的会社に係る優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商

品取引法第２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

10．コマーシャル・ペーパー 

11．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下、

同じ。）および新株予約権証券 

12．外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質

を有するもの 

13．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号で定

めるものをいいます。） 

14．投資証券、投資法人債券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第11号

で定めるものをいいます。） 

15．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第18号で定めるものをい

います。） 

16．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第20号で定めるものをいいます。） 

17．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

18．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発

行信託の受益証券に限ります。） 

19．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第16号で定めるものをいいます。） 

20．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券

発行信託の受益証券に表示されるべきもの 



 

21．外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの 

なお、第１号の証券または証書、第12号ならびに第16号の証券または証書のうち第１

号の証券または証書の性質を有するものを以下、「株式」といい、第２号から第６号ま

での証券ならびに第14号の証券のうち投資法人債券および第12号ならびに第16号の証券

または証書のうち第２号から第６号までの証券の性質を有するものを以下、「公社債」

といい、第13号の証券および第14号の証券（投資法人債券を除きます。）を以下、「投

資信託証券」といいます。 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品

取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みま

す。）により運用することを指図することができます。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を

除きます。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 

③ 第１項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対

応等、委託者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、前項に掲げる金融

商品により運用することを指図することができます。 

④ 委託者は、信託財産に属する投資信託証券（上場投資信託証券（金融商品取引所に上

場等され、かつ当該取引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に流動性が

低下している場合を除きます。）な投資信託証券をいいます。）を除きます。以下、同

じ。）の時価総額が、信託財産の純資産総額の100分の５を超えることとなる投資の指

図をしません。 

（利害関係人等との取引等） 

第18条 受託者は、受益者の保護に支障を生じることがないものであり、かつ信託業法、投資

信託及び投資法人に関する法律ならびに関連法令に反しない場合には、委託者の指図に

より、信託財産と、受託者（第三者との間において信託財産のためにする取引その他の

行為であって、受託者が当該第三者の代理人となって行なうものを含みます。）および

受託者の利害関係人、第28条第１項に定める信託業務の委託先およびその利害関係人ま

たは受託者における他の信託財産との間で、第16条、第17条第１項および同条第２項に

掲げる資産への投資等ならびに第21条、第23条から第25条まで、第27条、第31条から第

33条に掲げる取引その他これらに類する行為を行なうことができます。 

② 受託者は、受託者がこの信託の受託者としての権限に基づいて信託事務の処理として

行なうことができる取引その他の行為について、受託者または受託者の利害関係人の計

算で行なうことができるものとします。なお、受託者の利害関係人が当該利害関係人の

計算で行なう場合も同様とします。 

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び投資法人に関する法律ならびに関連法令に

反しない場合には、信託財産と、委託者、その取締役、執行役および委託者の利害関係

人等（金融商品取引法第31条の４第３項および同条第４項に規定する親法人等または子

法人等をいいます。）または委託者が運用の指図を行なう他の信託財産との間で、第16



 

条、第17条第１項および同条第２項に掲げる資産への投資等ならびに第21条、第23条か

ら第25条まで、第27条、第31条から第33条に掲げる取引その他これらに類する行為を行

なうことの指図をすることができ、受託者は、委託者の指図により、当該投資等ならび

に当該取引、当該行為を行なうことができます。 

④ 前３項の場合、委託者および受託者は、受益者に対して信託法第31条第３項および同

法第32条第３項の通知は行ないません。 

（運用の基本方針） 

第19条 委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針に従って、その

指図を行ないます。 

（投資する株式等の範囲） 

第20条 委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金

融商品取引所に上場されている株式の発行会社の発行するもの、金融商品取引所に準ず

る市場において取引されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主

割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券に

ついては、この限りではありません。 

② 前項の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新

株予約権証券で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについ

ては、委託者が投資することを指図することができるものとします。 

（信用取引の指図範囲） 

第21条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売付けるこ

との指図をすることができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しま

たは買戻しにより行なうことの指図をすることができるものとします。 

② 前項の信用取引の指図は、当該売付けに係る建玉の時価総額が信託財産の純資産総額

の範囲内とします。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の売付けに係る建玉の時価総額が信託財産

の純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当

する売付けの一部を決済するための指図をするものとします。 

（信用リスク集中回避のための投資制限） 

第22条 一般社団法人投資信託協会の規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、

債券等エクスポージャー及びデリバティブ取引等エクスポージャーの信託財産の純資産

総額に対する比率は、原則として合計で35％以内とすることとし、当該比率を超えるこ

ととなった場合には、委託者は、一般社団法人投資信託協会の規則にしたがい当該比率

以内となるよう調整を行なうこととします。ただし、ソフトバンクグループ株式会社が

発行する債券等への投資割合には制限を設けません。 

（先物取引等の運用指図・目的・範囲） 

第23条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の金融商品取

引所における有価証券先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号イに掲げるものを

いいます。）、有価証券指数等先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号ロに掲げ

るものをいいます。）および有価証券オプション取引（金融商品取引法第28条第８項第

３号ハに掲げるものをいいます。）ならびに外国の金融商品取引所におけるこれらの取

引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプ

ション取引に含めるものとします（以下、同じ。）。 



 

② 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の金融商品取

引所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の金融商品取引所

における金利に係るこれらの取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができま

す。 

（スワップ取引の運用指図・目的・範囲） 

第24条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった受取金利ま

たは異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下、「スワッ

プ取引」といいます。）を行なうことの指図をすることができます。 

② スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として、第４条に定

める信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約

が可能なものについてはこの限りではありません。 

③ スワップ取引の評価は、市場実勢金利等をもとに算出した価額で行なうものとします。 

④ 委託者は、スワップ取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めた

ときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

（金利先渡取引の運用指図・目的・範囲） 

第25条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引を行な

うことの指図をすることができます。 

② 金利先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として、第４条に定め

る信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が

可能なものについてはこの限りではありません。 

③ 金利先渡取引の評価は、市場実勢金利等をもとに算出した価額で行なうものとします。 

④ 委託者は、金利先渡取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めた

ときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

（デリバティブ取引等に係る投資制限） 

第26条 委託者は、デリバティブ取引等（金融商品取引法第２条第20項に規定するものをいい、

新株予約権証券、新投資口予約権証券又はオプションを表示する証券若しくは証書に係

る取引、選択権付債券売買及び商品投資等取引（投資信託及び投資法人に関する法律施

行令第３条第10号に規定するものをいいます。）を含みます。なお、この投資信託にお

いては、約款第17条、第23条から第25条に定めがあるものに限ります。）については、

一般社団法人投資信託協会の規則に定める合理的な方法により算出した額が信託財産の

純資産総額を超えることとなる投資の指図をしません。 

（有価証券の貸付けの指図および範囲） 

第27条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社

債を次の各号の範囲内で貸付けることの指図をすることができます。 

１．株式の貸付けは、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有す

る株式の時価合計額の50％を超えないものとします。 

２．公社債の貸付けは、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財

産で保有する公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

② 前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は、すみやかにその

超える額に相当する契約の一部の解約を指図するものとします。 

③ 委託者は、有価証券の貸付けにあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を

行なうものとします。 



 

（信託業務の委託等） 

第28条 受託者は､委託者と協議のうえ、信託業務の一部について、信託業法第22条第１項に

定める信託業務の委託をするときは、以下に掲げる基準のすべてに適合するもの（受託

者の利害関係人を含みます。）を委託先として選定します。 

１．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務の遂行に懸念がないこと 

２．委託先の委託業務に係る実績等に照らし､委託業務を確実に処理する能力があると

認められること 

３．委託される信託財産に属する財産と自己の固有財産その他の財産とを区分する等の

管理を行なう体制が整備されていること 

４．内部管理に関する業務を適正に遂行するための体制が整備されていること 

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあたっては、当該委託先が前項各号に掲げる

基準に適合していることを確認するものとします。 

③ 前２項にかかわらず、受託者は、次の各号に掲げる業務を、受託者および委託者が適

当と認める者（受託者の利害関係人を含みます。）に委託することができるものとしま

す。 

１．信託財産の保存に係る業務 

２．信託財産の性質を変えない範囲内において、その利用または改良を目的とする業務 

３．委託者のみの指図により信託財産の処分およびその他の信託の目的の達成のために

必要な行為に係る業務 

４．受託者が行なう業務の遂行にとって補助的な機能を有する行為 

（混蔵寄託） 

第29条 金融機関または第一種金融商品取引業者（金融商品取引法第28条第１項に規定する第

一種金融商品取引業を行なう者および外国の法令に準拠して設立された法人でこの者に

類する者をいいます。以下、本条において同じ。）から、売買代金および償還金等につ

いて円貨で約定し円貨で決済する取引により取得した外国において発行された譲渡性預

金証書またはコマーシャル・ペーパーは、当該金融機関または第一種金融商品取引業者

が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関または第一種金融商品取引業者の名義で

混蔵寄託できるものとします。 

（信託財産の登記等および記載等の留保等） 

第30条 信託の登記または登録をすることができる信託財産については、信託の登記または登

録をすることとします。ただし、受託者が認める場合は、信託の登記または登録を留保

することがあります。 

② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護のために委託者または受託者が必要と認め

るときは、すみやかに登記または登録をするものとします。 

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をすることができる信託財産については、信託

財産に属する旨の記載または記録をするとともに、その計算を明らかにする方法により

分別して管理するものとします。ただし、受託者が認める場合は、その計算を明らかに

する方法により分別して管理することがあります。 

④ 動産（金銭を除きます。）については、外形上区別することができる方法によるほか、

その計算を明らかにする方法により分別して管理することがあります。 

（有価証券売却等の指図） 

第31条 委託者は、信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 



 

（再投資の指図） 

第32条 委託者は、前条の規定による有価証券の売却代金、有価証券に係る償還金等、株式の

清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資す

ることの指図ができます。 

（資金の借入れ） 

第33条 委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約に

伴う支払資金の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済

を含みます。）を目的として、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目

的として、資金借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図をすることがで

きます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行なわないものとします。 

② 一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日

から、信託財産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間、または解約代金の

入金日までの間、もしくは償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該

期間とし、資金借入額は当該有価証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を

限度とします。ただし、資金借入額は、借入指図を行なう日における信託財産の純資産

総額の10％を超えないこととします。 

③ 収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日から

その翌営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

④ 借入金の利息は信託財産中から支弁します。 

（損益の帰属） 

第34条 委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者

に帰属します。 

（受託者による資金の立替え） 

第35条 信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場

合で、委託者の申出があるときは、受託者は資金の立替えをすることができます。 

② 信託財産に属する有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利

子等、株式の配当金およびその他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積りう

るものがあるときは、受託者がこれを立替えて信託財産に繰り入れることができます。 

③ 前２項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつ

ど別にこれを定めます。 

（信託の計算期間） 

第36条 この信託の計算期間は、毎年12月21日から翌年12月20日までとします。ただし、第１

計算期間は信託契約締結日から2022年12月20日までとします。 

② 前項の規定にかかわらず、前項の規定により各計算期間終了日に該当する日（以下、

「該当日」といいます。）が休業日の場合には、各計算期間終了日は該当日の翌営業日

とし、その翌日から次の計算期間が開始されるものとします。ただし、最終計算期間の

終了日は、第４条に定める信託期間の終了日とします。 

（信託財産に関する報告等） 

第37条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、こ

れを委託者に提出します。 

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、

これを委託者に提出します。 



 

③ 受託者は、前２項の報告を行なうことにより、受益者に対する信託法第37条第３項に

定める報告は行なわないこととします。 

④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第２項に定める書類または電磁的記録の作成

に欠くことのできない情報その他の信託に関する重要な情報および当該受益者以外の者

の利益を害するおそれのない情報を除き、信託法第38条第１項に定める閲覧または謄写

の請求をすることはできないものとします。 

（信託事務等の諸費用） 

第38条 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、当該費用に係る消費税等に

相当する金額ならびに受託者の立替えた立替金の利息（以下、次項に定める諸費用と合

わせて、「諸経費」と総称します。）は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁しま

す。 

② 前項に定める諸費用のほか、以下の諸費用（消費税等に相当する額を含みます。）は、

受益者の負担とし、信託財産中から支弁することができます。 

１．有価証券届出書、変更届出書、目論見書、有価証券報告書、半期報告書、臨時報告

書の作成、印刷および提出に係る費用 

２．信託約款の作成、印刷および交付に係る費用(これを監督官庁に提出する場合の提

出費用も含みます。) 

３．運用報告書の作成、印刷および交付に係る費用(これを監督官庁に提出する場合の

提出費用も含みます。) 

４．この信託の受益者に対して行なう公告に係る費用ならびに信託約款の変更または信

託契約の解約に係る事項を記載した書面の作成、印刷および交付に係る費用 

５．信託財産に係る監査人、法律顧問および税務顧問に対する報酬および費用 

③ 委託者は、前項に定める諸費用の支払いを信託財産のために行ない、支払金額の支弁

を信託財産から受けることができ、また、現に信託財産のために支払った金額の支弁を

受けることについて、あらかじめ受領する金額に上限を付することができます。この場

合、委託者は、信託財産の規模等を考慮して、かかる上限額を定期的に見直すことがで

きます。 

④ 前項に基づいて、実際に支払った金額の支弁を受ける代わりに、委託者は、かかる諸

費用の金額をあらかじめ合理的に見積もった上で、実際の費用額にかかわらず、合理的

な見積率により計算した金額を諸費用とみなして、その支弁を信託財産から受けること

もできます。この場合、委託者は、かかる見積率に上限を付することとし、その上限の

範囲内で、かかる見積率を何時にても見直すことができるものとします。 

⑤ 前項の場合において、第２項に定める諸費用としてみなす額は、信託財産の純資産総

額に見積率を乗じて得た額とし、第36条に規定する計算期間を通じて毎日計上され、第

39条第２項に規定する信託報酬の支弁と同一の時期に信託財産中から支弁するものとし

ます。 

（信託報酬等の額および支弁の方法） 

第39条 委託者および受託者の信託報酬の総額は、第36条に規定する計算期間を通じて毎日、

信託財産の純資産総額に年10,000分の38の率を乗じて得た額とし、委託者と受託者との

間の配分は別に定めます。 

② 前項の信託報酬は、毎計算期間の最初の６ヶ月終了日（６ヶ月終了日が休業日の場合

は、翌営業日とします。）および毎計算期末または信託終了のときに信託財産中から支



 

弁します。 

③ 第１項の信託報酬に係る消費税等に相当する金額を、信託報酬支弁のときに信託財産

中から支弁します。 

（収益の分配方式） 

第40条 信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

１．配当金、利子、貸付有価証券に係る品貸料およびこれ等に類する収益から支払利息

を控除した額（以下、「配当等収益」といいます。）は、諸経費、信託報酬および当

該信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除した後、その残金を受益者に分配す

ることができます。なお、次期以降の分配金にあてるため、分配準備積立金として積

み立てることができます。 

２．売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下、「売買益」といいます。）は、諸

経費、信託報酬および当該信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除し、繰越欠

損金のあるときは、その全額を売買益をもって補てんした後、受益者に分配すること

ができます。なお、次期以降の分配にあてるため、分配準備積立金として積み立てる

ことができます。 

② 毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 

（収益分配金、償還金および一部解約金の支払い） 

第41条 収益分配金は、毎計算期間終了日後１カ月以内の委託者の指定する日から、毎計算期

間の末日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当該収

益分配金に係る計算期間の末日以前において一部解約が行なわれた受益権に係る受益者

を除きます。また、当該収益分配金に係る計算期間の末日以前に設定された受益権で取

得申込代金支払前のため指定販売会社の名義で記載または記録されている受益権につい

ては原則として取得申込者とします。）に支払います。 

② 前項の規定にかかわらず、自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する

受益者に対しては、受託者が委託者の指定する預金口座等に払い込むことにより、原則

として毎計算期間終了日の翌営業日に収益分配金が指定販売会社に支払われます。この

場合、指定販売会社は、受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資に係る受益権の取得

の申込に応じるものとします。当該取得申込により増加した受益権は、第11条第３項の

規定に従い、振替口座簿に記載または記録されます。 

③ 償還金（信託終了時における信託財産の純資産総額を受益権口数で除した額をいいま

す。以下、同じ。）は、信託終了日後１カ月以内の委託者の指定する日から、信託終了

日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（信託終了日以

前において一部解約が行なわれた受益権に係る受益者を除きます。また、当該信託終了

日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため指定販売会社の名義で記載また

は記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に支払います。

なお、当該受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して委託者がこの信託

の償還をするのと引き換えに、当該償還に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行

なうものとし、社振法の規定に従い当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記

載または記録が行なわれます。 

④ 一部解約金は、一部解約請求受付日から起算して、原則として、５営業日目から受益

者に支払います。 

⑤ 前各項（第２項を除きます。）に規定する収益分配金、償還金および一部解約金の支



 

払いは、指定販売会社の営業所等において行なうものとします。 

⑥ 収益分配金、償還金および一部解約金に係る収益調整金は、原則として、受益者ごと

の信託時の受益権の価額等に応じて計算されるものとします。 

（収益分配金、償還金および一部解約金の払い込みと支払いに関する受託者の免責） 

第42条 受託者は、収益分配金については前条第１項および第２項に規定する支払開始日まで

に、償還金については前条第３項に規定する支払開始日までに、一部解約金については

前条第４項に規定する支払開始日までに、その全額を委託者の指定する預金口座等に払

い込みます。 

② 受託者は、前項の規定により委託者の指定する預金口座等に収益分配金、償還金およ

び一部解約金を払い込んだ後は、受益者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

（収益分配金および償還金の時効） 

第43条 受益者が、収益分配金については第41条第１項に規定する支払開始日から５年間その

支払いを請求しないときならびに信託終了による償還金については第41条第３項に規定

する支払開始日から10年間その支払いを請求しないときは、その権利を失い、受託者か

ら交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

（信託契約の一部解約） 

第44条 受益者は、自己に帰属する受益権につき、最低単位を１口単位として指定販売会社が

定める単位をもって、委託者に一部解約請求をすることができます。 

② 委託者は、前項の一部解約請求を受付けた場合には、この信託契約の一部を解約しま

す。なお、前項の一部解約請求を行なう受益者は、その口座が開設されている振替機関

等に対して当該受益者の請求に係るこの信託契約の一部解約を委託者が行なうのと引き

換えに、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行なうものとし、社

振法の規定に従い当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行

なわれます。 

③ 前項の一部解約の価額は、一部解約請求受付日の基準価額から当該基準価額に0.3％

の率を乗じて得た額を信託財産留保額として控除して得た価額とします。 

④ 受益者が第１項の一部解約請求をするときは、指定販売会社に対し、振替受益権をも

って行なうものとします。 

⑤ 委託者は、金融商品取引所等における取引の停止その他やむを得ない事情があるとき

は、第１項による一部解約請求の受付を中止することができます。 

⑥ 前項により一部解約請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に

行なった当日の一部解約請求を撤回することができます。ただし、受益者がその一部解

約請求を撤回しない場合には、当該受益権の一部解約の価額は、当該受付中止を解除し

た後の最初の基準価額の計算日に一部解約請求を受付けたものとして、第３項の規定に

準じて算出した価額とします。 

（質権口記載または記録の受益権の取扱い） 

第45条 振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権に係る収益分配

金の支払い、一部解約請求の受付、一部解約金および償還金の支払い等については、こ

の約款によるほか、民法その他の法令等に従って取り扱われます。 

（信託契約の解約） 

第46条 委託者は、信託期間中において、受益権の口数が20億口を下ることとなった場合、ソ

フトバンクグループの企業が発行する債券の発行体の信用状況、当該債券の利回り水準



 

等を考慮し、当該債券の組入比率を高位に維持することが困難な状況が継続すると委託

者が判断した場合もしくはこの信託契約を解約することが受益者のため有利であると認

めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意のうえ、この信託契

約を解約し、信託を終了させることができます。この場合において、委託者は、あらか

じめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

② 委託者は、前項の事項について、書面による決議（以下、「書面決議」といいま

す。）を行ないます。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに信託契約

の解約の理由などの事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、この信託契約に係る

知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発し

ます。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受

益権が属するときの当該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。以下、本項に

おいて同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができま

す。なお、この信託契約に係る知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知

れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

④ 第２項の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上に

あたる多数をもって行ないます。 

⑤ 第２項から前項までの規定は、委託者が信託契約の解約について提案をした場合にお

いて、当該提案につき、この信託契約に係るすべての受益者が書面または電磁的記録に

より同意の意思表示をしたときには適用しません。また、信託財産の状態に照らし、真

にやむを得ない事情が生じている場合であって、第２項から前項までの手続を行なうこ

とが困難な場合も同じとします。 

（信託契約に関する監督官庁の命令） 

第47条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令に従い、

信託契約を解約し信託を終了させます。 

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第51

条の規定に従います。 

（委託者の登録取消等に伴う取扱い） 

第48条 委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止した

ときは、委託者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資

信託委託会社に引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第51条の書面決議で否決さ

れた場合を除き、当該投資信託委託会社と受託者との間において存続します。 

（委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い） 

第49条 委託者は、事業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約

に関する事業を譲渡することがあります。 

② 委託者は、分割により事業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、

この信託契約に関する事業を承継させることがあります。 

（受託者の辞任および解任に伴う取扱い） 

第50条 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託者がその

任務に違反して信託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事由があるときは、委

託者または受益者は、裁判所に受託者の解任を申立てることができます。受託者が辞任



 

した場合、または裁判所が受託者を解任した場合、委託者は、第51条の規定に従い、新

受託者を選任します。なお、受益者は、上記によって行なう場合を除き、受託者を解任

することはできないものとします。 

② 委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終

了させます。 

（信託約款の変更等） 

第51条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生した

ときは、受託者と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託

との併合（投資信託及び投資法人に関する法律第16条第２号に規定する「委託者指図型

投資信託の併合」をいいます。以下、同じ。）を行なうことができるものとし、あらか

じめ、変更または併合しようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出ます。なお、

この信託約款は本条に定める以外の方法によって変更することができないものとします。 

② 委託者は、前項の事項（前項の変更事項にあってはその内容が重大なものに該当する

場合に限り、併合事項にあってはその併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽微なものに

該当する場合を除き、以下、合わせて「重大な信託約款の変更等」といいます。）につ

いて、書面決議を行ないます。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに

重大な信託約款の変更等の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の２週

間前までに、この信託約款に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項

を記載した書面決議の通知を発します。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受

益権が属するときの当該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。以下、本項に

おいて同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができま

す。なお、この信託約款に係る知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知

れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

④ 第２項の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上に

あたる多数をもって行ないます。 

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。 

⑥ 第２項から前項までの規定は、委託者が重大な信託約款の変更等について提案をした

場合において、当該提案につき、この信託約款に係るすべての受益者が書面または電磁

的記録により同意の意思表示をしたときには適用しません。 

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決された場合

にあっても、当該併合に係る一または複数の他の投資信託において当該併合の書面決議

が否決された場合は、当該他の投資信託との併合を行なうことはできません。 

（反対受益者の受益権買取請求の不適用） 

第52条 この信託は、受益者が第44条の規定による一部解約の請求を行なったときは、委託者

が信託契約の一部の解約をすることにより当該請求に応じ、当該受益権の公正な価格が

当該受益者に一部解約金として支払われることとなる委託者指図型投資信託に該当する

ため、第46条に規定する信託契約の解約または前条に規定する重大な信託約款の変更等

を行なう場合において、投資信託及び投資法人に関する法律第18条第１項に定める反対

受益者による受益権の買取請求の規定の適用を受けません。 

（他の受益者の氏名等の開示の請求の制限） 

第53条 この信託の受益者は、委託者または受託者に対し、次に掲げる事項の開示の請求を行



 

なうことはできません。 

   １．他の受益者の氏名または名称および住所 

   ２．他の受益者が有する受益権の内容 

（運用報告書に記載すべき事項の提供） 

第 54 条 委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第 14 条第１項に定める運用報告書の

交付に代えて、運用報告書に記載すべき事項を電磁的方法により受益者に提供すること

ができます。この場合において、委託者は、運用報告書を交付したものとみなします。 

② 前項の規定にかかわらず、委託者は、受益者から運用報告書の交付の請求があった場

合には、これを交付するものとします。 

（公告） 

第55条 委託者が行なう公告は、電子公告の方法により行ない、次のアドレスに掲載します。 

公告アドレス https://www.paypay-am.co.jp/notification/ 

② 前項の電子公告による公告をすることができない事故その他やむを得ない事由が生じ

た場合の公告は、官報に掲載します。 

（信託約款に関する疑義の取扱い） 

第56条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定

めます。 

 

（付則） 

第１条 この約款において「自動けいぞく投資約款」とは、この信託について受益権取得申込

者と指定販売会社が締結する「自動けいぞく投資約款」と別の名称で同様の権利義務関

係を規定する契約を含むものとします。この場合、「自動けいぞく投資約款」は当該別

の名称に読み替えるものとします。 

第２条 第41条第６項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令第27条の規定によるもの

とし、受益者ごとの信託時の受益権の価額と元本との差額をいい、原則として、追加信

託のつど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。また、

同条同項に規定する「受益者ごとの信託時の受益権の価額等」とは、原則として、受益

者ごとの信託時の受益権の価額をいい、追加信託のつど当該口数により加重平均され、

収益分配のつど調整されるものとします。 

第３条 第25条に規定する「金利先渡取引」は、当事者間において、あらかじめ将来の特定の

日（以下、「決済日」といいます。）における決済日から一定の期間を経過した日（以

下、「満期日」といいます。）までの期間に係る国内または海外において代表的利率と

して公表される預金契約または金銭の貸借契約に基づく債権の利率（以下、「指標利

率」といいます。）の数値を取り決め、その取り決めに係る数値と決済日における当該

指標利率の現実の数値との差にあらかじめ元本として定めた金額および当事者間で約定

した日数を基準とした数値を乗じた額を決済日における当該指標利率の現実の数値で決

済日における現在価値に割り引いた額の金銭の授受を約する取引をいいます。 

 

上記条項により信託契約を締結します。 

 

信託契約締結日 2021年12月28日 

 



 

委託者 東京都千代田区神田錦町一丁目１番地 

PayPayアセットマネジメント株式会社 

代表取締役  明丸 大悟 

 

受託者 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 

みずほ信託銀行株式会社 

取締役社長  梅田 圭 
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